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「つまずき」等による転倒災害の原因と対策

「滑り」による転倒災害の原因と対策

凍結した通路等で滑って転倒（25％）

従業員用通路の除雪・融雪。凍結しやすい箇所には融雪マット等を設置する（★）

作業場や通路にこぼれていた水、洗剤、油等により滑って転倒（19％）

水、洗剤、油等がこぼれていることのない状態を維持する。
（清掃中エリアの立入禁止、清掃後乾いた状態を確認してからの開放の徹底）

水場（食品加工場等）で滑って転倒（16％）

滑りにくい履き物の使用（労働安全衛生規則第558条）

防滑床材・防滑グレーチング等の導入、摩耗している場合は再施工（★）

隣接エリアまで濡れないよう処置

雨で濡れた通路等で滑って転倒（15％）

雨天時に滑りやすい敷地内の場所を確認し、防滑処置等の対策を行う

作業場・通路に放置された物につまずいて転倒（16％）

バックヤード等も含めた整理、整頓（物を置く場所の指定）の徹底

通路等の凹凸につまずいて転倒（10％）

敷地内（特に従業員用通路）の凹凸、陥没穴等（ごくわずかなもので

も危険）を確認し、解消

作業場や通路以外の障害物（車止め等）につまずいて転倒（８％）

適切な通路の設定

敷地内駐車場の車止めの「見える化」

作業場や通路の設備、什器、家具に足を引っかけて転倒（８％）

設備、什器等の角の「見える化」

(なし)

作業場や通路のコードなどにつまずいて転倒（7％）

※引き回した労働者が自らつまずくケースも多い

転倒原因とならないよう、電気コード等の引き回しのルールを設定し、

労働者に遵守を徹底させる

労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）を

防止しましょう
50歳以上を中心に、転倒による骨折等の労働災害が増加し続けています

事業者は労働者の転倒災害防止のための措置を講じなければなりません

中央労働災害
防止協会

転倒予防セミナー

職場３分
エクササイズ

何もないところでつまずいて転倒、足がもつれて転倒（27％）

転倒や怪我をしにくい身体づくりのための運動プログラム等の導入（★）

（★）については、高年齢労働者の転倒災害防止の

ため、中小企業事業者は「エイジフレンドリー補助金」

（補助率１/２、上限100万円）を利用できます

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

✓

中小事業者は、無料で安全

衛生の専門家のアドバイス

が受けられます 中小規模事業場
安全衛生サポート事業エイジフレンドリー補助金

（R６.６)厚生労働省・大阪労働局・労働基準監督署
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つまずき

37.8%

歩行中バランス崩し・もつれ

4.7%

滑り

31.8%
障害物を越えるのを失敗した

2.8%

動作の反動

2.5%

荷物によってバランスを崩した

1.9%

踏み外し（階段を踏み外して

転落したものを除く）

1.7%

貧血、意識消失等 1.4%

その他の転び方

13.8%

不明 1.7%

転倒災害の発生状況（休業４日以上、令和３年）

転倒時の類型 ＜その他の転び方＞
• 他人とぶつかった・ぶつかられた
• 台車の操作を失敗した
• 他人、動物等を避けようとしてバランス
を崩した

• 服が引っかかった
• 坂道等でバランスを崩した
• 立ち上がったときにバランスを崩した
• 靴紐を踏んだ
• 風でバランスを崩した

移動中

74%

作業中

26%

33,672 

25,000

27,500

30,000

32,500

35,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（人）

60歳以上女性

28%

50代女性

19%

60歳以上男性

15%

50代男性

10%

40代男性

8%

40代女性

7%

47％

性別・年齢別内訳

転倒災害発生件数の推移

転倒リスク・骨折リスク

転倒災害による平均休業日数 ４７日
（※労働者死傷病報告による休業見込日数）

転倒による怪我の態様

• 骨折（約70％）
• 打撲

• 眼球破裂

• 外傷性気胸 など

転倒したのは･･･

転倒災害が起きているのは
移動のときだけではありません

転びの予防

体力チェック
ロコチェック

内閣府ウェブサイト

 一般に加齢とともに身体機能が低下し、転倒しやすくなります
→「転びの予防 体力チェック」「ロコチェック」をご覧ください

 現役の方でも、たった一度の転倒で寝たきりになることも
→「たった一度の転倒で寝たきりになることも。転倒事故の起こりやすい

箇所は？」（内閣府ウェブサイト）

 特に女性は加齢とともに骨折のリスクも著しく増大します
→対象者に市町村が実施する「骨粗鬆症検診」を受診させましょう

YouTube動画とアンケートのご案内

～転倒・腰痛予防！

「いきいき健康体操」～

アンケートに

ご協力ください

大阪労働局

YouTubeチャンネル
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チェック項目 

１ 身の回りの整理・整頓を行っていますか 
通路、階段、出口に物を放置していませんか 

２ 床の水たまりや氷、油、粉類などは放置せず、 
その都度取り除いていますか 

３ 段差のある箇所や滑りやすい場所などに 
注意を促す標識をつけていますか 

４ 安全に移動できるように十分な明るさ（照度）が確保されていますか 

５ ヒヤリハット情報を活用して転倒しやすい 
場所の危険マップを作成し、周知していますか 

６ 職場巡視を行い、通路、階段などの状況を 
チェックしていますか 

７ 荷物を持ちすぎて足元が見えないことは 
ありませんか 

８ ポケットに手を入れながら、人と話しながら、 
携帯電話を使いながら歩いていませんか 

９ 作業靴は、滑りにくさを考えて選んでいますか 

10 ストレッチ体操や転倒予防のための運動を 
取り入れていますか 

転倒災害防止のためのチェックシート 

チェックの結果はいかがでしたか？ 問題のあったポイントが改善されれば、きっと 
作業効率も上がって働きやすい職場になります。 
どのように改善するか「安全委員会」などで、全員でアイディアを出し合いましょう！ 

あなたの職場は大丈夫？転倒の危険をチェックしてみましょう 

☑ 
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転倒等リスク評価セルフチェック票
Ⅰ 身体機能計測結果

評価表 １ ２ ３ ４ ５

結果／
⾝⻑

〜1.24 1.25
〜1.38

1.39
〜1.46

1.47
〜1.65

1.66〜

①２ステップテスト（歩⾏能⼒・筋⼒）
あなたの結果は cm／ cm(⾝⻑)＝

下の評価表に当てはめると → 評価

②座位ステッピングテスト（敏捷性）
あなたの結果は 回／ 20秒

下の評価表に当てはめると → 評価

③ファンクショナルリーチ（動的バランス）
あなたの結果は cm

下の評価表に当てはめると → 評価

④閉眼⽚⾜⽴ち（静的バランス）
あなたの結果は 秒

下の評価表に当てはめると → 評価

⑤開眼⽚⾜⽴ち（静的バランス）
あなたの結果は 秒

下の評価表に当てはめると → 評価

評価表 １ ２ ３ ４ ５

（回） 〜24 25
〜28

29
〜43

44
〜47

48〜

評価表 １ ２ ３ ４ ５

（cm） 〜19 20
〜29

30
〜35

36
〜39

40〜

評価表 １ ２ ３ ４ ５

（秒） 〜7 7.1
〜17

17.1
〜55

55.1
〜90

90.1〜

評価表 １ ２ ３ ４ ５

（秒） 〜15 15.1
〜30

30.1
〜84

84.1
〜120

120.1
〜

身体機能計測の評価数字を
Ⅲのレーダーチャートに⿊字で記⼊

別添２

1
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質問内容 あなたの回答NOは 合算 評価 評価

１．人ごみの中、正面から来る人にぶつからず、よ
けて歩けますか

点

下記の
評価表
であなた
の評価
は

①
歩⾏能⼒
筋⼒

２．同年代に⽐べて体⼒に⾃信はありますか

３．突発的な事態に対する体の反応は素早い方
と思いますか

点

②
敏捷性

４．歩⾏中、⼩さい段差に⾜を引っかけたとき、す
ぐに次の足が出るとおもいますか

５．⽚⾜で⽴ったまま靴下を履くことができると思
いますか

点

③
動的バラン
ス

６．⼀直線に引いたラインの上を、継ぎ⾜歩⾏で
簡単に歩くことができると思いますか

７．眼を閉じて⽚⾜でどのくらい⽴つ⾃信がありま
すか

④
静的バランス
（閉眼)

８．電⾞に乗って、つり⾰につかまらずどのくらい
⽴っていられると思いますか

点

下記の
評価表
であなた
の評価
は

⑤
静的バラン
ス（開眼)

９．眼を開けて⽚⾜でどのくらい⽴つ⾃信がありま
すか

そ
れ
ぞ
れ
の
評
価
結
果
を

の

レ
ー
ダ
ー
チ
ャ
ー
ト
に
赤
字
で
記
入

質問内容 回答No.

１．人ごみの中、正面から来る人にぶつからず、よ
けて歩けますか

①自信がない ②あまり自信がない ③⼈並み程度 ④少し自信がある
⑤自信がある

２．同年代に⽐べて体⼒に⾃信はありますか ①自信がない ②あまり自信がない ③⼈並み程度 ④やや自信がある
⑤自信がある

３．突発的な事態に対する体の反応は素早い方
と思いますか

①素早くないと思う ②あまり素早くない方と思う ③普通
④やや素早い方と思う ⑤素早い方と思う

４．歩⾏中、⼩さい段差に⾜を引っ掛けたとき、
すぐに次の足が出ると思いますか

①自信がない ②あまり自信がない ③少し自信がある ④かなり自信がある
⑤とても自信がある

５．⽚⾜で⽴ったまま靴下を履くことができると思
いますか

①できないと思う ②最近やってないができないと思う ③最近やってないが何
回かに1回はできると思う ④最近やってないができると思う ⑤できると思う

６．⼀直線に引いたラインの上を、継ぎ⾜歩⾏
（後ろ足のかかとを前脚のつま先に付けるように
歩く）で簡単に歩くことができると思いますか

①継ぎ⾜歩⾏ができない ②継ぎ⾜歩⾏はできるがラインからずれる
③ゆっくりであればできる ④普通にできる ⑤簡単にできる

７．眼を閉じて⽚⾜でどのくらい⽴つ⾃信がありま
すか

①10秒以内 ②20秒程度 ③40秒程度 ④１分程度
⑤それ以上

８．電⾞に乗って、つり⾰につかまらずどのくらい
⽴っていられると思いますか

①10秒以内 ②30秒程度 ③１分程度 ④２分程度
⑤３分以上

９．眼を開けて⽚⾜でどのくらい⽴つ⾃信がありま
すか

①15秒以内 ②30秒程度 ③１分程度 ④１分30秒程度
⑤２分以上

合計点数 評価表
２〜３ 1
４〜５ 2
６〜７ 3
８〜９ 4
10 5

Ⅱ 質問票（身体的特性）

Ⅲ

2
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１、２ページの評価結果を転記し線で結びます
（Ⅰの⾝体機能計測結果を⿊字、Ⅱの質問票（身体的特性）は赤字で記入）

チェック項目
１ ⾝体機能計測（⿊枠）の⼤きさをチェック
⾝体機能計測結果を⽰しています。⿊枠の⼤きさが⼤きい⽅が、転倒などの災害リスクが低いと
いえます。⿊枠が⼩さい、特に２以下の数値がある場合は、その項⽬での転倒などのリスクが⾼く
注意が必要といえます。

２ ⾝体機能に対する意識（⾚枠）の⼤きさをチェック
⾝体機能に対する⾃⼰認識を⽰しています。実際の⾝体機能（⿊枠）と意識（⾚枠）が近い
ほど、⾃らの⾝体能⼒を的確に把握しているといえます。

３ ⿊枠と⾚枠の⼤きさをチェック
（１）「⿊枠 ≧ 赤枠」 の場合
それぞれの枠の⼤きさを⽐較し、⿊枠が⼤きいもしくは同じ⼤きさの場合は、⾝体機能レベルを
⾃分で把握しており、とっさの⾏動を起こした際に、⾝体が思いどおりに反応すると考えられます。

（２）「⿊枠 ＜ 赤枠」 の場合
それぞれの枠の大きさを比較し、赤枠が大きい場合は、身体機能が自分で考えている以上に衰
えている状態です。とっさの⾏動を起こした際など、⾝体が思いどおりに反応しない場合があります。
枠の⼤きさの差が⼤きいほど、実際の⾝体機能と意識の差が⼤きいことになり、より注意が必要
といえます。

①歩⾏能⼒・筋⼒

②敏捷性

③動的バランス④静的バランス（閉眼）

⑤静的バランス（開眼） 1

2

3
4

5

転倒等は筋⼒、バランス能⼒、敏捷性の低下等により起きやすくなると考えられます。
この調査は転倒や転落等の災害リスクに重点を置き、それらに関連する⾝体機能及
び⾝体機能に対する認識等から⾃らの転倒等の災害リスクを認識し、労働災害の防
⽌に役⽴てるものです。

詳細はホームページ参照 https://www.mhlw.go.jp/new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/101006-1.html

Ⅲ レーダーチャート

3
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レーダーチャートの典型的なパターン
①歩⾏能⼒・筋⼒

②敏捷性

③動的バランス
④静的
バランス（閉眼）

⑤静的
バランス
（開眼）

1
2
3
4
5パターン１

パターン２

パターン３

パターン４

パターン５

①歩⾏能⼒・筋⼒

②敏捷性

③動的バランス
④静的
バランス（閉眼）

⑤静的
バランス
（開眼）

1
2
3
4
5

①歩⾏能⼒・筋⼒

②敏捷性

③動的バランス
④静的
バランス（閉眼）

⑤静的
バランス
（開眼）

1
2
3
4
5

①歩⾏能⼒・筋⼒

②敏捷性

③動的バランス
④静的
バランス（閉眼）

⑤静的
バランス
（開眼）

1
2
3
4
5

①歩⾏能⼒・筋⼒

②敏捷性

③動的バランス
④静的
バランス（閉眼）

⑤静的
バランス
（開眼）

1
2
3
4
5項目により逆転している

あなたは、計測項目によって、身体機能（太線）の方が高い場合と自己
認識（点線）の⽅が⾼い場合が混在しています。
このことから、それぞれの体⼒要素について、実際より⾼く⾃⼰評価している
場合と慎重に評価している場合があるといえます。
転倒等リスクからみた場合、特に⾃⼰認識に⽐べ、⾝体機能が低い項⽬
（太線が小さい項目）が問題となります。身体機能の向上により太線の方
が大きくなるよう努めてください。
また、⾝体機能と認識にばらつきがあるため、思わぬところで転倒や転落す
る可能性がありますので、転倒・転落しやすい箇所の改善等を⾏ってください。

あなたの⾝体機能（太線）とそれに対する⾃⼰認識（点線）は同じくら
いで、⾝体機能と認識の差は⼩さいですが、⾝体機能・認識とも低い傾向に
あります（主に2以下）。
このことから、転倒等リスクからみて⾝体機能に不安を持つており、そのことを
⾃分でも認識しているといえます。⽇頃から、体⼒の向上等により⾝体⾯での
転倒等のリスクを減らし、全体的に枠が大きくなるように努めてください。
また、すぐに転倒リスクを減らすため、職場の整理整頓や転倒・転落しやすい
箇所の改善等を⾏ってください。

あなたの⾝体機能（太線）とそれに対する⾃⼰認識（点線）は同じくら
いで、どちらも⾼い傾向にあります。このことから、転倒等リスクから⾒た⾝体機
能は現時点で問題はなく、同様に⾃分でもそれを認識しているといえます。
現在は良い状態にありますが、加齢や⽣活習慣の変化により⾝体能⼒が
急激に低下し、転倒等リスクが高まる場合もありますので、日頃から、転倒等
に対するリスクを認識するとともに、引き続き体⼒の維持向上に努めてください。

あなたの⾝体機能（太線）は、⾃⼰認識（点線）よりも低い状態にあり
ます。このことから、実際よりも⾃分の体⼒を⾼く評価している傾向にあり、⾃
分で考えている以上にからだが反応していない場合があります。
体⼒の維持向上を図り、⾃⼰認識まで体⼒を向上させる⼀⽅、体⼒等の
衰えによる転倒等のリスクがあることを認識してください。⽇頃から、急な動作を
避け、⾜元や周辺の安全を確認しながら⾏動するようにしましょう。
また、枠の⼤きさが異なるほど、⾝体機能と⾃⼰認識の差が⼤きいことを⽰
しており、さらに、太線が小さい場合（特に2以下）はすでに身体機能面で
転倒等のリスクが⾼いことが考えられます。筋⼒やバランス能⼒等の向上に努
めてください。

あなたの身体機能（太線）は、自己認識（点線）よりも高い状態にあり
ます。このことから、⽐較的⾃分の体⼒について慎重に評価する傾向にあると
いえます。⽣活習慣や加齢により急激に能⼒が下がる項⽬もありますので、
今後も過信することなく、体⼒の維持向上に努めましょう。
一方、太線が点線より大きくても全体的に枠が小さい場合（特に2以下）
は、すでに⾝体機能⾯で転倒等のリスクが⾼いといえます。筋⼒やバランス能
⼒の向上、整理整頓や転倒・転落しやすい箇所の削減に努めててください。
また、職場の整理整頓がなされていない場合などには転倒等リスクが高まる
ことがありますので注意しましょう。

身体機能計測結果 ≒ 質問票回答結果（枠が小さい）

身体機能計測結果 ≒ 質問票回答結果（枠が大きい）

身体機能計測結果＜ 質問票回答結果

身体機能計測結果＞ 質問票回答結果

4
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   指針の主なポイント 

＜労働衛生管理体制＞ 

 職場で腰痛を予防するには、労働衛生管理体制を整備した上で、作業・作業環
境・健康の３つの管理と労働衛生についての教育を総合的・継続的に実施するこ
とが重要です。 
 また、リスクアセスメントや労働安全衛生マネジメントシステムの考え方を導
入して、腰痛予防対策の推進を図ることも有効です。 
   

事業主の皆さまへ 

職場での腰痛を予防しましょう！ 
「腰痛予防対策指針」による予防のポイント 

 腰痛は、休業４日以上の職業性疾病の６割を占める労働災害となっています。 
厚生労働省では「職場における腰痛予防対策指針」を策定し、重量物を取り扱う
事業場などへの啓発・指導を行ってきましたが、平成25年６月に、適用範囲を福
祉・医療分野における介護・看護作業全般に広げるなど、改訂を行いました。 
 このパンフレットは、指針の主なポイント、腰痛の発生が比較的多い作業につ
いての対策をまとめたものです。 
 皆さまの事業所での腰痛予防対策に、ぜひ、お役立てください。 

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署 

腰痛予防のための 
労働衛生管理体制の整備 

作業環境管理 

作業管理 

健康管理 

労働衛生教育 

作業方法、作業手順、体制など 

照明、床面、作業スペースなど 

腰痛健診、腰痛予防体操など 

腰痛予防のための教育・指導 

＜リスクアセスメント＞ 
 リスクアセスメントは、それぞれの作業内容に応じて、腰痛の発生につながる
要因を見つけ出し、想定される腰部への負荷の程度、作業頻度などからその作業
のリスクの大きさを評価し、リスクの大きなものから対策を検討して実施する手
法です。 

＜労働安全衛生マネジメントシステム＞ 
 リスクアセスメントの結果を基に、予防対策の推進についての「計画（Plan）」
を立て、それを「実施（Do）」し、実施結果を「評価（Check）」し、「見直し 
・改善（Act）」するという一連のサイクル（PDCAサイクル）により、継続的・ 
体系的に取り組むことができます。 
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     作業管理 

 ■自動化、省力化 

  腰に負担がかかる重量物を取り扱う作業、不自然な姿勢を伴う作業では、機械による作業 
  の自動化を行う。それが困難な場合は、台車などの道具や補助機器を使うなど作業者の負 
  担を減らす省力化を行う。 

 ■作業姿勢、動作 

  作業対象にできるだけ身体を近づけて作業する。不自然な姿勢を取らざるをえない場合は、 
  前屈やひねりなど、その姿勢の程度をなるべく小さくし、頻度と時間を減らす。作業台や 
  椅子は適切な高さに調整する。作業台は、ひじの曲げ角度がおよそ90度になる高さとする。 

 ■作業の実施体制 

  作業時間、作業量などを設定する際は、作業をする人数、内容、時間、重量、自動化・省 
  力化の状況などを検討する。腰に過度の負担がかかる作業は、無理に１人ではさせない。 

 ■作業標準の策定 

  作業の姿勢、動作、手順、時間などについて、作業標準を策定する。作業標準は、作業者 
  の特性・技能レベルなどを考慮して定期的に確認する。また、新しい機器・設備を導入し 
  たときにも、その都度、見直すようにする。 

 ■休憩・作業量、作業の組合せ 

  適宜、休憩時間を設け、姿勢を変えるようにする。夜勤や交代制勤務、不規則な勤務につ 
  いては、昼間の作業量を下回るよう配慮し、適宜、休憩や仮眠が取れるようにする。過労 
  を引き起こすような長時間勤務は避ける。 

 ■靴、服装など 

  作業時の靴は、足に合ったものを使用する。ハイヒールやサンダルは使用しないこと。作 
  業服は、適切な姿勢や動作を妨げることのないよう伸縮性のあるものを使用する。腰部保 
  護ベルトは、個人ごとに効果を確認した上で、使用するかどうか判断する。 
 

   作業環境管理 

 ■温度 

  寒い場所での作業は、腰痛を悪化、または発生させやすくするので、適切な温度を保つ。 

 ■照明、作業床面、作業空間や設備の配置 

  作業場所などで、足もとや周囲の安全が確認できるように適切な照度を保つ。転倒、つま 
  ずきや滑りなどを防止するため、凹凸や段差がなく、滑りにくい床面にする。作業や動作 
  に支障をきたさないよう、十分な作業空間を確保するとともに、適切な機器配置にする。 

 ■振動 

  車両系建設機械の操作・運転などによる腰や全身への激しい振動、車両運転などによる長 
  時間にわたっての振動を受ける場合は、座席の改善・改良などにより、振動の軽減を図る。 
 

   健康管理 

 ■健康診断 

  腰に著しい負担がかかる作業に、常時、従事させる場合は、その作業に配置する際に、医 
  師による腰痛の健康診断を実施する。その後は、６カ月以内に１回、実施する。 

 ■腰痛予防体操 

  ストレッチを中心とした腰痛予防体操を実施させる。 

 ■腰痛による休職者が職場に復帰する際の注意事項 

  腰痛は再発する可能性が高いので、産業医などの意見を聴き、必要な措置をとる。 

作業管理、作業環境管理、健康管理のポイント［ 指針 ］  
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■労働衛生教育 
 重量物の取り扱い作業、同一姿勢での長時間作業、不自然な姿勢を伴う作業、介護・看護 
 作業、車両運転作業などに従事する作業者に対しては、その作業に配置する際やその後、 
 必要に応じて、腰痛予防のための労働衛生教育を実施する。 

 ［教育内容］ 

  ・腰痛の発生状況、原因（腰痛が発生している作業内容・環境、原因など） 
  ・腰痛発生要因の特定、リスクの見積もり（チェックリストの作成、活用方法など） 
  ・腰痛発生要因の低減措置（発生要因の回避、軽減を図るための対策） 
  ・腰痛予防体操（職場でできるストレッチの仕方など） 

■心理・社会的要因に関する留意点 

 上司や同僚のサポート、腰痛で休むことを受け入れる環境づくり、相談窓口の設置など、 
 組織的な取り組みを行う。 

■健康の保持増進のための措置 

 腰痛予防には日頃からの健康管理も重要。十分な睡眠、禁煙、入浴による保温、自宅での 
 ストレッチ、負担にならない程度の運動、バランスのとれた食事、休日を利用した疲労回 
 復・気分転換などが有効。 

■リスクアセスメント 
  腰痛予防対策は、各作業におけるリスクに応じて、 
 合理的・効果的な対策を立てることが重要です。 
  そのためには、作業の種類や場所ごとに、腰痛の 
 発生に関与する要因についてリスクアセスメントを 
 実施する必要があります。 
  リスクアセスメントとは、職場にある危険の芽を 
 洗い出し、それにより起こりうる労働災害のリスク 
 の大きさ（重大さ＋可能性）を見積もり、大きい 
 ものから優先的に対策を講じていく手法です。 
 
■労働安全衛生マネジメントシステム 
  作業管理、作業環境管理、健康管理、労働衛生教育を的確に組み合わせ
て総合的に推進していくためには、労働安全衛生マネジメントシステムの
考え方を導入することが重要です。 

  リスクアセスメントの結果を基に、「計画を立てる（Plan）」→「計画
を実施する（Do）」→「実施結果を評価する（Check）」→「評価を踏ま
えて見直し、改善する（Act）」という一連のサイクル（PDCAサイクル）
により、継続的・体系的に安全衛生対策に取り組むことができます。 

労働衛生教育のポイント［ 指針 ］  

リスクアセスメント・労働安全衛生マネジメントシステム 

低減措置の実施 

危険性の特定 

リスクを低減させる 
ための優先度の設定 

危険性ごとの 
リスクの見積もり 

リスク低減措置の 
内容の検討 

評価を踏まえて見直し、 
改善する（Act） 

計画を立てる 
（ Plan ） 

実施結果を評価する 
（ Check ） 

計画を実施する 
（ Do ） 

［PDCAサイクル］ 
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腰痛の発生が比較的多い作業については、個別の腰痛予防対策を示します。 
 

１ 重量物取り扱い作業 

 ・重量物の取り扱い作業については、機械による自動化や台車・昇降装置な
どの使用による省力化を図る。 

 ・機械を使わず人力によってのみ作業をする場合の重量は、男性（満18歳以
上）は体重のおおむね40%、女性（満18歳以上）は、男性が取り扱う重量
の60%程度とする。 

 ・荷物は、適切な材料で包装し、確実に持つことができるようにし、取り扱
いを容易にする。重量はできるだけ明示する。 

２ 立ち作業 

 ・不自然な姿勢での作業とならないよう、作業機器や作業台は、作業者の体
格を考慮して配置する。 

 ・長時間立ったままでの作業を避けるため、他の作業を組み合わせる。 
 ・１時間に１・２回程度の小休止・休息を取らせ、屈伸運動やマッサージな

どを行わせることが望ましい。 
 ・床面が硬い場合は、立っているだけでも腰に負担がかかるので、クッショ

ン性のある靴やマットを利用して、負担を減らすようにする。 
 

３ 座り作業 
 ・椅子は、座面の高さ、奥行きの寸法、背もたれの寸法・角度、肘掛けの高

さなど、作業者の体格に合ったものを使用させる。 
 ・不自然な姿勢での作業とならないよう、作業対象物は、肘を伸ばして届く

範囲内に配置する。 
 ・床に座って行う作業は、股関節や仙腸関節（脊椎の根元にある関節）など

に負担がかかるため、できるだけ避けるようにする。 
 

４ 福祉・医療分野等における介護・看護作業 
 ・リスクアセスメントを実施し、合理的・効果的な腰痛予防対策を立てる。 
 ・人を抱え上げる作業は、原則、人力では行わせない。福祉用具を活用する。 
 ・定期的な職場の巡視、聞き取りなどを行い、新たな負担や腰痛が発生して

いないか確認する体制を整備する。 
 

５ 車両運転等の作業 
 ・建設機械、フォークリフト、農業機械の操作・運転による激しい振動、ト

ラック、バス・タクシーなどの長時間運転では、腰痛が発生しやすくなる
ので、座席の改善、運転時間の管理を適切に行い、適宜、休憩を取らせる
ようにする。 

 ・長時間運転した後に重量物を取り扱う場合は、小休止や休息、ストレッチ
を行った後に作業を行わせる。 

 

作業別 腰痛予防対策 

指針全文(H25.6.18付け基発0618第１号)は、厚生労働省ホームページの「法令等データベース
サービス(通知検索)」または、報道発表資料(H25.6.18)をご参照ください。 

 

詳細は検索で 

（H25.11） 

職場における腰痛予防対策指針 検索 
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事業者の皆さまへ エイジフレンドリーガイドラインに替わる新たな指針です

高 年 齢 者 の 労 働 災 害 防 止 の た め の 指 針
（ エ イ ジ フ レ ン ド リ ー 指 針 ） を 策 定 し ま し た

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

男 女

0%

20%

40%

60%

80%

100%

１週間未満

１週間以上

２週間以上

１か月以上

２か月以上

３か月以上

社会の高齢化に伴い、高年齢者の労働災害発生率は、今後さらに増加することが予想され、

高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、適切な作業の管理等の取り組みが重要です。

年齢層別労働災害による休業見込み期間(R6)年齢層別労働災害発生率(休業4日以上死傷度数率)(R６)

労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）により、高

年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業

者の努力義務となったことを受け、令和８年２月に、「高年齢者の労働災害防止のための指針」

（エイジフレンドリー指針）を策定しました。

このリーフレットは、エイジフレンドリー指針の主なポイントや高年齢者の労働災害防止対策をま

とめたものです。皆さまの事業場での、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理

等に、ぜひご活用ください。

概要

高年齢者をめぐる労働災害の現状

高年齢者は他の世代と比べて、労働災害の発生率が高く、災害が起きた際の休業期間が長い傾向

があります。

指針の主なポイントは次頁をご覧ください⇒

都道府県労働局・労働基準監督署

0012618
テキストボックス
48



経営トップによる方針表明及び体制整備

・ 経営トップが高年齢者の労働災害防止対策に取り組む方針を示し、対策の実施体制を明確化し

ます。

・ 高年齢者の労働災害防止について、安全衛生委員会等において調査審議するなど労使で話し

合いましょう。

設備・装置の導入を検討した後に、高年齢者の特性を考慮した作業管理（複数作業の同時進行

を避ける、暑さに対する自覚症状が低下しやすい傾向がある高年齢者に水分補給を勧奨するこ

となど）についても検討しましょう。

高年齢者の労働災害防止のためのリスクアセスメントの実施

高年齢者の身体機能等の低下等による労働災害の発生リスクについて、災害事例等からリス

クを洗い出して対策の優先順位を検討し、その結果も踏まえ以下の２～５を参考に優先順位

の高いものから取組事項を決めましょう。

事業者が講ずべき措置

経営トップ
方針表明

労働者の意見を聴く機会や
労使で話し合う機会 担当者・組織の指定

危険源の特定等のリスクアセスメント及び対策の検討

事業場における安全衛生管理の基本的体制

１. 安全衛生管理体制の確立等

２. 職場環境の改善

１で実施したリスクアセスメントの結果に基づき、身体機能の低下を補う設備・装置の導入

(最優先)と高年齢者の特性を考慮した作業管理を検討します。

階段に手すりを設置する又は
段差をなくしスロープにする

墜落の危険性がある階段

リフトやスライディングボード
等の導入

足腰に負担のある移乗作業

空調服の導入

暑熱環境での作業

身体機能の低下を補う設備・装置の導入事例

リスクアセスメントにおける危険源の洗い出しについては、職場のあんぜんサイト

（労働災害事例）に掲載されている、災害事例やヒヤリハット事例を参考にすること

ができます。
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業務内容の決定の際は、健康や体力の状況に応じて、安全と健康の観点を踏まえた適合す

る業務とのマッチングに努め、継続した業務の提供に配慮しましょう。

３. 高年齢者の健康や体力の状況の把握

５. 安全衛生教育

身体機能の低下は2０～30代から始まる場合があるため、体力チェックは青年、壮年期から開始

することが望ましいです。また、体力チェックが高負荷になりすぎないよう十分配慮します。例え

ば以下のようなツールを活用することができます。

・ 管理監督者へは、高年齢者の作業に無理がないかを把握する重要性を教育します。

（高年齢者が実際に働いている現場を見て、声がけ等をする）

・ 教育の計画を立案する際に、複数の災害を対象として共通する事項とそれぞれの災害を

対象とした事項の両方を行うことが望ましいです。

健康状況・体力の状況の把握

・ 法令で定める健康診断を確実に実施しましょう。

・ 体力の状況を客観的に把握し必要な対策を行うため、主に高年齢者を対象とした体力チェックを

継続的に実施しましょう。 ※これらの情報については、適正な取り扱いが必要です。

４. 高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

個々の高年齢者の健康や体力の状況を踏まえた措置

健康や体力の状況を踏まえて、必要に応じ就業上の措置を講じましょう。

高年齢者の状況に応じた業務の提供

高年齢者の治療と就業の両立については「治療と就業の両立支援指針」に基づく取組に努めま

しょう。

心身両面にわたる健康保持増進措置

集団及び個々の高年齢者を対象として、身体機能等の維持向上のための取組を実施することが

望ましいです。

高年齢者に対する教育

・ 法令に基づく教育等を確実に行いましょう。

・ 作業内容とそのリスクについての理解を得やすくするには、十分な時間が必要です。高年齢者が

経験のない業種や業務に従事する場合には、特に丁寧な教育訓練を行いましょう。

管理監督者等に対する教育

高年齢者特有の特性と高年齢者の安全衛生対策について教育を行いましょう。

転倒等リスク評価
セルフチェック表

厚生労働省

全身持久力の

評価方法

労働安全衛生総合研究所

新体力テスト

スポーツ庁
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中小企業安全衛生

サポート事業

この補助金は、（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会が補助事業の実施事業者（補助事

業者）となり、中小企業事業者からの申請を受けて審査等を行い、補助金の交付決定と支払

を実施します。

エイジフレンドリー補助金について

対象となる事業者

次のいずれも満たす中小企業事業者であること

・ １年以上事業を実施していること

・ 役員を除き、自社の労災保険適用の高年齢労働者(60歳以上)が常時１名以上就労していること

事業者は、高年齢者の特性に配慮した作業環境の改善、作業の管理その他の必要な措置を講ずる

ように努め、個々の労働者は、自らの身体機能等の低下が労働災害リスクにつながり得ることを

理解し、労使の協力の下で取組を進めることが必要です。

個別事業場に対するコンサルティング等の活用として

は、中央労働災害防止協会の中 小 企 業 安 全 衛 生 サ

ポート事業を、補助金については厚生労働省で実施す

るエイジフレンドリー補助金を、社会的評価を高める

仕組みについてはSAFEアワード等を活用することが

できます。

補助金の目的

・ 高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善や専門家による指導な

どの費用を補助します。

・ 高年齢労働者の雇用状況や対策・取組の計画を審査の上、効果が期待

できるものについて、補助金を支給します。

資本金又は
出資の総額 ※１

常時使用する
労働者数 ※１業 種

５,０００万円以下５０人以下小売業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業小売業

５,０００万円以下１００人以下
医療・福祉（※２）、宿泊業、娯楽業、教育・学習支援業、
情報サービス業、物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業など

サービス業

１億円以下１００人以下卸売業卸売業

３億円以下３００人以下製造業、建設業、運輸業、農業、林業、漁業、金融業、保険業などその他の業種

※１ 常時使用する労働者数、または資本金等のいずれか一方の条件を満たせば中小企業事業者となります。
※２ 医療・福祉法人等で資本金・出資がない場合には、労働者数のみで判断することとなります。

【参考】エイジフレンドリー補助金の申請対象となる中小企業事業者の範囲

労働者と協力して取り組む事項

国、関係団体等による支援

エイジフレンドリー

補助金

SAFEアワード

都道府県労働局・労働基準監督署

R8.1
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次のいずれも満たす中小企業事業者が対象です(中小企業事業者の範囲は５ページの【参考】を参照)。

・１年以上事業を実施していること

・役員を除き、自社の労災保険適用の高年齢労働者（60歳以上）が常時１名以上就労していること

令和８年度（２０２６年度）版中小企業事業者の皆さまへ

高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善や専門家による指導など経費の一部を補助します。

高年齢労働者の雇用状況や対策・取組の計画を審査の上、効果が期待できるものについて、

補助金を支給します。全ての申請者に補助金が交付されるものではありません。

申請の前に、本リーフレットのほか、必ずホームページに掲載したQ＆Aもご確認ください。→

「令和８年度エイジフレンドリー補助金」のご案内

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署 一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会

第１段階
A.労働安全衛生に係る専門家による
リスクアセスメントの実施

【補助対象】
労働安全衛生に係る外部専門家による、

高年齢労働者の特性に配慮したリスクアセ
スメントを受けるに当たって必要な経費
補助率：４／５
上限額：100万円

(B、Cの間接補助金額を含む)
(消費税を除く)

※外部専門家の代わりに、自社の安全衛
生担当者によるリスクアセスメントを
実施し、その結果を踏まえて、右記の
第２段階の申請から行うことも可能で
す（その場合は第１段階の申請は不要
です）。

第１段階の申請期間は、
令和８年８月31日までと
なっております。
ご注意ください。

第２段階
B.リスクアセスメント結果を踏まえた高年齢労働

者の身体機能の低下を補う設備・装置の導入そ
の他の労働災害防止対策（熱中症対策は除く）

【補助対象】
リスクアセスメント結果を踏まえた高年齢労働者

の身体機能の低下を補う設備・装置の導入その他の
労働災害防止対策に要する経費 （対象の高年齢労
働者（役員、派遣労働者を除く）が補助対象に係る
業務に就いていること。）
補助率：１／２
上限額：100万円（A、Cの間接補助金額を含む。）

（消費税を除く）

Ⅰ 専門家総合対策コース（職場環境改善・運動指導等）
以下の第1段階と第2段階に分かれた申請となります。

【補助対象】対象】
暑熱な環境による熱中症予防対策として身体機能の低下を補う装置・装備の導入に要する経費

Ⅱ 熱中症対策コース 【補助率：１／２ 上限額１００万円（消費税を除く）】

【補助対象】対象】
コラボヘルス等の労働者の健康保持増進のための取組（保険者への健康診断結果のデータ提供を含む）に要する経費

Ⅲ コラボヘルスコース 【補助率：３／４ 上限額 ３０万円（消費税を除く）】

第２段階
C.リスクアセスメント結果を踏まえた高年齢労働

者を含む全ての労働者の転倒防止・腰痛予防の
ための運動指導等の取組

【補助対象】
リスクアセスメント結果を踏まえた労働者の身体

機能低下による転倒や腰痛を防止するため、専門家
等による身体機能のチェック及び運動指導等に要す
る経費（役員、派遣労働者を除く労働者に対する取
組に要する経費に限ります。）
補助率：１／２
上限額：100万円（A、Bの間接補助金額を含む）

（消費税を除く）

補助金申請受付期間 令和８年５月20日(水)～10月31日(土)
ただし、専門家総合対策コースの第１段階の申請期限は８月31日（月）

【注意】予算額に達した場合は、受付期間の途中であっても申請受付を終了することがあります。
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■は事業者が実施します。■は事務センターが実施します。
約２カ月

熱中症対策コース、コラボヘルスコースの補助金申請の流れ

※ 安全衛生の専門家にリスクアセスメントを依頼する場合は、「リスクアセスメント関係」と「労働災害防止対策関係」につ
いて、それぞれ交付申請が必要です（それぞれ審査、交付決定の手続があります）。

※ 補助金の支給請求（経費の精算）は、「⓬ 事業者が支払請求書類提出」の際に、「リスクアセスメント関係」と「労働災
害防止対策関係」の書類を一括して提出してください。なお、「⑥ 専門家がリスクアセスメント実施結果証明書を事業者
に発行」後に、労働災害防止対策関係の取組を実施しないことにした場合や、「❽ 審査」の結果、労働災害防止対策関係
の補助について不交付の決定をされた場合は、「リスクアセスメント関係」のみ補助金の支払請求（精算）を行ってくださ
い。

専門家総合対策（職場環境改善・運動指導等）
コースの補助金申請の流れ

■は事業者が実施します。 ■専門家が実施します。 ■は事務センターが実施します。

第１段階 第２段階 精算関係
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「リスクアセスメント関係」のみの精算を行ってください

労働災害防止対策関係が不交付決定労働災害防止対策関係を実施しない

約２カ月

約１カ月
必ず③の後に開始

必ず❾の後に開始
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必ず③の後に開始

※共通の注意事項※

・この補助金の交付を受けるためには、補助金の交付申請後、審査を経て「交付決定」された後に、決定に従って取組を開始（専門家による指導、
機器の購入、設備等の工事を発注）していただく必要があります。交付決定日より前に取組を開始（発注）していた場合は、補助金をお支払
いすることができませんので十分注意してください。

・また、交付決定を受けた取組のすべてが完了する前（着手時点など）に業者等に代金等を支払った場合（いわゆる「前払い」）についても、補
助金をお支払いすることができません。交付決定を受けた取組のすべてが完了した後に業者に代金等を支払い、その上で、期限までに実施報
告と補助金の支払い申請を行ってください。

⋉
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【リスクアセスメントを自社で実施する場合】

① 事業者において、自社の安全衛生担当者
等によりリスクアセスメントを実施し、

❼の交付申請書提出へ

【リスクアセスメントを外部専門家に依頼する場合】
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テキストボックス
53



3

労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）を防止しましょう 検索

（URL https://www.mhlw.go.jp/content/001101299.pdf ）

Ⅰ専門家総合対策コース（職場環境改善・運動指導等） 【 対象：60歳以上の労働者】

60歳以上の高年齢労働者が安全に働くことができる環境の整備のため、労働安全衛生に係る専門家等による、

高年齢労働者の特性を考慮したリスクアセスメントを受けるに当たって必要な経費と、その結果を踏まえ実施す

る優先順位の高いリスクの低減措置（機器等の導入や工事の施工等）及び専門家（※）による身体機能のチェッ

ク及び専門家による運動指導に要する経費を補助します。

第1段階（労働安全衛生の専門家によりリスクアセスメントを実施する場合）

Ａ．労働安全衛生に係る専門家によるリスクアセスメントの実施
労働安全衛生に係る専門家による、高年齢労働者の特性を考慮したリスクアセスメントを受けるに当たって
必要な経費を補助します。

外部専門家の代わりに、自社の安全衛生担当者等（安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推進者等。

事業主が兼任可能）によるリスクアセスメントを実施して、その結果を踏まえて、以下の第2段階の申請を行う

ことも可能です。この場合は、第１段階の申請はできませんので、第２段階から申請してください。

第2段階（職場環境改善の取組）

B．リスクアセスメントの結果を踏まえた高年齢労働者の身体機能の低下を補う設備・装置の
導入その他の労働災害防止対策に要する経費

• 高年齢労働者の具体
的な労働災害防止対
策が分からない。

• リスクアセスメント
の正しい実施方法が
分からない。

হ
঵
਌

• 高年齢労働者の特性
に配慮したリスクア
セスメントを実施し、
その結果を踏まえた
優先順位の高い労働
災害防止対策を提案
します。

௧
୅
ੇ

（ア） 転倒・墜落災害防止対策

作業場所の床や通路のつまずき防止のための対策(作業場所の床や通路の段差解消)

作業場所の床や通路の滑り防止のための対策

（水場等への防滑性能の高い床材・グレーチング等の導入、凍結防止装置の導入）

転倒時のけがのリスクを低減する設備・装備の導入

階段の踏み面への滑り防止対策

階段への手すりの設置

高所作業台の導入（自走式は含まず。床面から２ｍ未満の物）

階段への手すりの設置

転倒防止対策
リーフレット

従業員通路への
凍結防止装置の導入

水場における防滑性能
の高い床材等の導入

滑りにく
いグレー
チング
の導入

防滑性能
の高い床
材の施工

（イ） 重量物取扱いや介護作業における労働災害防止対策（動作の反動・無理な動作対策）

不自然な作業姿勢を解消するための作業台等の設置

重量物搬送機器・リフトの導入（乗用タイプは含まず）

重筋作業を補助するアシストスーツの導入

介護における移乗介助の際の身体的負担を軽減する機器の導入

介護における入浴介助の際の身体的負担を軽減する機器の導入

介護職員の身体の負担軽減のための介護技術(ノーリフトケア)の修得のための教育の実施

重量物搬送機器
の導入

アシスト
スーツの導入

移乗介助サポート
機器の導入

●具体的には、次のような労働災害防止対策の取組が対象となります●

（ウ） その他の高年齢労働者の労働災害防止対策

業務用車両への踏み間違い防止装置の導入

★ 対象の高年齢労働者が補助対象に係る業務に就いていることが条件です。
★ 個人が着用する機器や装備（例えばアシストスーツ等）の導入については、対策に関わる高年齢労働者の人数分に

限り補助します。
★機器を複数の作業場所で利用する場合でも、補助は機器を使用する高年齢労働者の人数分が上限となります。

※ 労働安全衛生の専門家とは・・・労働安全コンサルタント、労働衛生コンサルタント、労働災害防止団体法（昭和39年
法律第118号）第12条に規定する安全管理士又は衛生管理士 等

リスクアセスメントの様式は
HPに掲載しております。

HPの参考資料を
ご参照ください→
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※ 専門家とは・・・理学療法士、健康運動指導士等

※注意事項※

・転倒防止、腰痛予防について、それぞれ申請様式が違います。また、①
の指定チェック項目も違いますので様式等をご確認ください。

・補助対象となる取組について、左記の①～③をすべて実施していただく
必要があります。

・①や②を複数回実施する場合も補助対象となります。（例えば、①を１
回実施後、②を３回実施し、最後に③をした場合、全ての取組が補助対
象となります。）

・①～③の実施について、安全性を確保するため、専門家との対面による
実施に限ります（オンラインによる実施は補助対象外です。）。

・物品の購入（動画の作成を含む）は認められません。
・支払請求書類等を提出いただく際は、交付申請のとおり実施した証明と

して、実施状況がわかる写真や身体機能のチェック結果の写し（10名
分）を提出していただきますので、実施の際は記録やそれらの記録の紛
失が無いように、ご留意ください。

・運動指導（転倒防止）申請にあたり、必須となる転倒等
評価セルフチェック票はエイジフレンドリー補助金HP→
に掲載しています。（参考資料をご参照ください）

労働者の身体機能低下による転倒災害や腰痛災害（行動災害）を防止するため、専門家（※）による身体機能の

チェック及び専門家による運動指導に要する経費を補助します（役員を除き、自社の労災保険適用労働者に対す

る取組に限ります）

補助対象となる取組

Ｃ．リスクアセスメントの結果を踏まえた高年齢労働者を含む全ての労働者の転倒防止・腰痛予
防のための運動指導等の取組に要する経費

第2段階（運動指導等の取組）

C.労働安全衛生の専門家による安全衛生教育の取組
労働安全衛生の専門家を活用し、高年齢労働者の特性を踏まえた

安全衛生教育の受講に当たって必要な経費を補助します。

① 専門家を事業場に招き、対象労
働者に対する身体機能のチェッ
ク評価を受ける

② 専門家が、①の結果に基づき、
対象労働者に対して運動指導
（対面指導）を実施する

③ ②の効果の確認のため、専門家
による対象労働者の身体機能
の改善等のチェックを受ける。

Ⅱ熱中症対策コース 【対象：60歳以上の労働者】

60歳以上の高年齢労働者が安全に働けるよう、暑熱な環境による熱中症予防対策として身体機能の低下を補う装

置（機器等の導入・工事の施工等）の導入に要する経費を補助対象とします

補助対象

屋外作業等における体温を下げるための機能のある服や、スポットクーラー等、その他労働者の体表面の冷却

を行うために必要な機器の導入

屋外作業等における効率的に身体冷却を行うために必要な機器の導入

→屋外作業等とは、屋外もしくは、労働安全衛生規則第606条の温湿度調整を行ってもなお室温31℃又は湿球

黒球温度(WBGT) 28℃を超える屋内作業場での作業をいいます。

（温湿度調整を行っても、室温31℃又は湿球黒球温度(WBGT)28℃を下回らないことを説明いただく必要があります。

例えば、炉があるため空間全体での温湿度調整ができない等の理由が考えられます）

【体表面の冷却を行うために必要な機器の具体例】

・体温を下げるための機能のある服や装備

・作業場又は休憩場所に設置する移動式のスポットクーラー

（熱排気を屋外等へ逃がすことができるもの、標準使用期間が５年以上のものに限る 等）

【効率的に身体冷却を行うために必要な機器の具体例】

・アイススラリー又は保冷剤を冷やすための専用の冷凍ストッカー

（アイススラリー又は保冷剤を保冷できる機器で、最大は400Lまで）

※アイススラリー、スポーツドリンク、保冷剤等は対象となりません。

熱中症の初期症状等の体調の急変を把握できる小型携帯機器（ウエアラブルデバイス）に

よる健康管理システムの導入

（使用者本人のみに通知があるものではなく、通信機能により集中的な管理ができる

機能を備えるもの。なお、ウェアラブルデバイスは熱中症に関する異常を感知することを

目的とし、深部体温を推定できる機能を有するものに限る）

※ 労働安全衛生の専門家とは・・・労働安全コ
ンサルタント、労働衛生コンサルタント、労働災
害防止団体法（昭和39年法律第118号）第12条
に規定する安全管理士又は衛生管理士 等
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Ⅲ コラボヘルスコース

事業主健診情報が保険者に提供されていることが補助の前提です

コラボヘルス：医療保険者と事業者が積極的に連携し、明確な役割分担と良好な職場環境のもと、労働
者に対する健康づくりを効果的・効率的に実行すること。

事業者・労働者
（被保険者）

医療保険者
(協会けんぽ等)

健康診断実施機関
事業主健診情報の提供

事業主健診情報の提供

データ提供の依頼・同意等

・健康スコアリングレポートや
事業所カルテの提供

・健診情報を活用した保健事業の提供

申請に当たって必要な資料
①：医療保険者から提供される「健康スコアリングレポート」や「事業所カルテ」の写し

※１：申請企業・法人名の記載があるもの
※２：労働者数が少ない等で「事業所カルテ」等の提供を受けられない場合は、

健診結果を保険者に提供することについての、健診機関への同意書・契約書などを
提出いただく必要があります。詳細はＨＰをご確認ください。

②：取組内容がわかる資料
研修資料や、システムの詳細等を示した資料が必要です。詳細はＨＰをご確認ください。

備考・注意点取組の詳細補助対象となる取組

・産業医、保健師、精神保健福祉士、
公認心理師、労働衛生コンサルタ
ント等によるもの

・専門家との対面による実施に限り
ます（オンライン開催不可）。

健康診断結果等を踏まえた禁煙指導、メ
ンタルヘルス対策等の健康教育、研修等
※ メンタルヘルス対策は健康スコアリングレ

ポート等に基づく他の健康教育等とセットで
申請する必要あり

※ 腰痛予防を目的とした運動指導は別コース

健康教育・研修等

・システム導入の初期経費のみ
・ＰＣの購入は対象外

健康診断結果等を電磁的に保存及び管理
を行い、事業所カルテ・健康スコアリン
グレポートの活用等によりコラボヘルス
を推進するためのシステムの導入

システムの導入

・健康診断、歯科健康診断、身体機
能のチェックの費用は対象外

・専門家との対面による実施に限り
ます（オンライン開催不可）。

栄養指導、保健指導等の労働者への健康
保持増進措置

栄養・保健指導

【参考】エイジフレンドリー補助金の申請対象となる中小企業事業者の範囲

資本金又は
出資の総額 ※１

常時使用する
労働者数 ※１業 種

５,０００万円以下５０人以下小売業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業小売業

５,０００万円以下１００人以下
医療・福祉（※２）、宿泊業、娯楽業、教育・学習支援業、情報サービス業、
物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業などサービス業

１億円以下１００人以下卸売業卸売業

３億円以下３００人以下製造業、建設業、運輸業、農業、林業、漁業、金融業、保険業などその他の業種

※１ 常時使用する労働者数、または資本金等のいずれか一方の条件を満たせば中小企業事業者となります。
※２ 医療・福祉法人等で資本金・出資がない場合には、労働者数のみで判断することとなります。
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一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会

「エイジフレンドリー補助金事務センター」
（ホームページ https://www.jashcon-age.or.jp）

申請書類は郵送またはJグランツで申請ください（メールでの申請はできません）
（郵送の場合）〒１０５－００１４ 東京都港区芝１－４－１０ トイヤビル５階

エイジフレンドリー補助金事務センター
（Jグランツの場合）https://www.jgrants-portal.go.jp/

交付申請書類は「申請担当」宛へ、支払請求書類は「支払担当」宛へお送りください
封筒に消印が確認できない料金別納・料金後納や、受付日の確認できない宅配便では

送付しないでください。

関係書類
送付先

支払担当申請担当
お問合せ先 電 話：０３（６８０９）４０８５

ＦＡＸ：０３（６８０９）４０８６
電 話：０３（６３８１）７５０７
ＦＡＸ：０３（６８０９）４０８６

平日１０：００～１２：００/１３：００～１５：００
（土日祝休み、平日１２：００～１３：００は電話に出ることができません）

＜８月１0日～８月１4日（夏季休暇）、１２月２９日～１月３日（年末年始）を除く＞
受付時間

交付申請書受付期限 令和８年10月31日(当日消印有効)
※専門家総合対策コースの第１段階の申請期限は８月31日

支払請求書受付期限 令和９年１月31日(当日消印有効)

参考：高年齢者の労働災害防止のための指針 ポイント
(令和８年４月１日から適用)

１.安全衛生管理体制の確立

• 経営トップ(社長など)が高年齢労働者の労働災害
防止対策に取り組む方針を表明し、対策の担当者
を明確化します。

• 高年齢労働者の身体機能の低下等に
よる労働災害発生リスクについて、
災害事例やヒヤリハット事例から
洗い出し、優先順位をつけて２以降
の対策を実施します。

２.職場環境の改善

• 身体機能の低下を補う設備・装置の導入等改善を
行います (ハード面の対策)

• 敏捷性や持久性、筋力の低下等の高年齢労働者の
特性を考慮して作業内容の見直しを行います
(ソフト面の対策)

３.高年齢労働者の健康や体力の状況の把握

• 事業者、高年齢労働者双方が当該高年齢労働者の
体力の状況を客観的に把握し、必要な対策を行う
ため、主に高年齢労働者を対象とした体力チェッ
クを継続的に行うよう努めます。

体力チェック例(転倒等リスク評価セルフチェック票) 

４.高年齢労働者の健康や体力に応じた対応

• 個々の労働者の状況に応じ、安全と健康の観点で
適合する業務をマッチングさせるよう努めます。

• 「事業場における労働者の健康保持増進のための
指針（THP指針） 」に基づく取組に努めます。

• 集団及び個々の高年齢労働者を対象として、身体
機能の維持向上のための取組を実施することが望
まれます。

５.安全衛生教育

• 労働者と関係者に高年齢労働者に特有の特徴と対策についての教育を行うよう努めます。
(再雇用や再就職等で経験のない業種、業務に従事する場合、特に丁寧な教育訓練を行います。)

参考：職場改善ツール
「エイジアクション100」チェックリスト
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【主唱】厚生労働省、中央労働災害防止協会、建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災
害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会、一般社団法人全国警備業協
会 【協賛】公益社団法人日本保安用品協会、一般社団法人日本電気計測器工業会 【後援】関係省庁（予定）

熱中症対策情報はこちら

労働衛生管理体制の確立

事業場ごとに熱中症予防管理者を選任し

熱中症予防の責任体制を確立

暑さ指数（WBGT）の
把握の準備
JIS規格に適合した暑さ指数計を準備し、点検

作業手順・作業計画の策定

暑さ指数に応じた休憩時間の確保、作業中止

に関する事項を含めた作業手順・作業計画を

策定

設備対策の検討

暑さ指数低減のため簡易な屋根、通風または

冷房設備、散水設備の設置を検討

休憩場所の確保の検討

冷房を備えた休憩場所や

涼しい休憩場所の確保を検討

服装の検討

透湿性と通気性の良い服装を準備、送風や

送水により身体を冷却する機能をもつ服の

着用も検討

教育研修
の実施
管理者、作業者に

対する教育を実施

緊急時の対応の事前確認

緊急時の対応（異常時における連絡体制や

対応手順等）を確認し、関係者に周知

ガイド・教育動画 e-learning
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暑さ指数の低減

準備期間に検討した設備対策を実施

暑熱順化への対応

熱に慣らすため、7日以上かけて作業時間

の調整

※新規入職者や休み明け作業者は別途注意

すること

休憩場所の整備

準備期間に検討した休憩場所を設置

服装

準備期間に検討した服装を着用

作業時間の短縮
作業計画に基づき、暑さ指数に応じた休憩、

作業中止

プレクーリング

作業開始前や休憩時間中に深部体温を下げる

水分・塩分の摂取

水分と塩分を定期的に摂取（水分等を携行

させる等を考慮）

健康診断結果に基づく対応

次の疾病を持った方には医師等の意見を踏ま

え配慮 ①糖尿病 ②高血圧症 ③心疾患 ④腎

不全 ⑤精神・神経関係の疾患 ⑥広範囲の皮

膚疾患 ⑦感冒 ⑧下痢

日常の健康管理

当日の朝食の未摂取、睡眠不足、前日の多量

の飲酒が熱中症の発症に影響を与えることを

指導し、作業開始前に確認

作業中の作業者の
健康状態の確認
巡視を頻繁に行い声をかける、

「バディ」を組ませる等作業者にお互い

の健康状態を留意するよう指導

□ 暑さ指数の低減効果を再確認し、必要に応じ対策を追加

□ 暑さ指数に応じた作業の中断等を徹底

□ 水分、塩分を積極的に取らせ、その確認を徹底

□ 作業開始前の健康状態の確認を徹底、巡視頻度を増加

□ 熱中症のリスクが高まっていることを含め教育を実施

□ 熱中症のおそれがある者を発見したときは、躊躇することなく救急隊を要請

異常時の
対応

あらかじめ作成した連絡体制や対応手順等の周知徹底

少しでも本人や周りが異変を感じたら、あらかじめ作成した連絡体制や対応手順等に基づき適切に対応

※必ず一旦作業を離れ、全身を濡らして送風することなどにより身体を冷却

※症状が回復しない場合は躊躇なく病院に搬送する（症状に応じて救急隊を要請）

（R８.２）

0012618
テキストボックス
59



28 26

86

48 48

25

45
54

94

120

3,690 3,590

7,138

5,182
4,869

2,844

4,628

5,951

7,253
7,202

0

4,000

8,000

0

50

100

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

熱中症による労働災害発生件数及び救急搬送件数 
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死亡者数

大阪労働局では、労働災害防止団体などと連携して、職場における熱中症の予防のために
 

を展開し、重点的な取組を進めています。
各事業場においては、事業者、労働者が協力して、熱中症予防対策に取り組みましょう！
なお、「STOP！熱中症  クールワークキャンペーン」については、期間ごとの実施事項に重点

的に取り組むことに加え、熱中症による死亡者を出さないために、少しでも異変を感じたら医療
機関へ運ぶまでは一人きりにしないといった適切な措置を講じるようお願いいたします。

― 職場における熱中症による死亡者ゼロを目指して ―

大阪府内では、令和７年の職場における熱
中症による休業4日以上の死傷者数が
１００人を超え そのうち２人がお亡くなりに
なっています。
また、この１０年間では、２４人の方が職
場において熱中症によってお亡くなりになってい
ます。

熱中症とは、高温多湿な環境下において、体

内の水分及び塩分のバランスが崩れたり、体内
の調整機能が破綻するなどして発症する障害の
総称で、めまい、こむらがえり等の症状や重症

では死にいたることもあります。

暑さ指数とは
WBGTとも呼ばれ、気温に加え、湿度、風速、輻射熱を考慮した暑熱環境によるストレス
の評価を行う暑さの指数で、熱中症警戒アラートなど熱中症予防に幅広く利用されてます。

環境省 【熱中症（特別）警戒アラート】
近年、熱中症による救急搬送人員、死亡者数が高い水準で推移していることから、環境省と気象

庁は令和３年度から「熱中症（特別）警戒アラート」を全国で運用しています。熱中症（特別）
警戒アラートは、暑さ指数（WBGT）に基づき、熱中症の危険性が極めて高い暑熱環境が予測さ
れる場合に、暑さへの「気づき」を呼びかけ、国民の熱中症予防行動を効果的に促すための情報
です。令和８年度については、4月２２日から配信予定です。

〈配信サービス〉
・個人向けメール配信サービス ： 熱中症警戒アラート等
・個人向けメール配信サービス ： 暑さ指数（WBGT）
・事業者向け電子情報提供サービス ： 暑さ指数（WBGT)
・「環境省」LINE公式アカウント ： 熱中症警戒アラートや暑さ指数をお知らせ

（重点取組期間７月）

重篤化防止措置
「WBGT28度以上又は気温31度以上の環境下で連続１時間以上又は１日４時間を超えて実
 施」が見込まれる作業を行わせる場合は、「報告体制の整備」、重篤化防止のための「手順作成」、
  それぞれの「関係者への周知」について、あらかじめ措置しなければなりません。

救急搬送件数 出典 消防庁ホームページ

異常時の対応
熱中症は、短時間で容体が急変します。あらかじめ、近くの医療機関の場所を確認しておき、

  本人や周りが少しでも異変を感じた時にはすぐに医療機関へ運ぶか、救急車を呼びましょう。

環境省
熱中症予防情報

サイト

キャンペーン
実施要項
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Ｒ８.４

厚生労働省は働く人の熱中症を防止するためのポータルサイト

「学ぼう！備えよう！職場の仲間を守ろう！職場における熱中症予防情報」
を運営しています
教育用教材として動画コンテンツや 万一の際の救急措置等の要点が記載された「熱中症応急手当カード」など
を活用し熱中症予防を積極的に取り組みましょう

近畿地方環境事務所協力

熱 中 症 予 防 対 策

□ JIS規格に適合した暑さ指数計で暑さ指数を随時把握
地域を代表する一般的な暑さ指数（環境省）を参考とすることも有効

測定した暑さ指数に応じて以下の対策を徹底

STEP
1

STEP
2

□ 暑さ指数の低減 準備期間に検討した設備対策を実施

□ 休憩場所の整備 準備期間に検討した休憩場所を設置

□ 服装 準備期間に検討した服装を着用

□ 作業時間の短縮 作業計画に基づき、暑さ指数に応じた休憩、作業中止

□ プレクーリング 作業開始前や休憩時間中に深部体温を下げる

□ 水分・塩分の摂取 水分と塩分を定期的に摂取（水分等を携行させる等を考慮）

□ 暑熱順化への対応
熱に慣らすため、7日以上かけて作業時間の調整

※新規入職者や休み明け作業者は別途注意すること

暑さ指数の把握と評価

□
健康診断結果に

基づく対応

次の疾病を持った方には医師等の意見を踏まえ配慮

①糖尿病 ②高血圧症 ③心疾患 ④腎不全 ⑤精神・神経関係の疾患

⑥広範囲の皮膚疾患 ⑦感冒 ⑧下痢

□ 日常の健康管理
当日の朝食の未摂取、睡眠不足、前日の多量の飲酒が熱中症の発症に影

響を与えることを指導し、作業開始前に確認

□
作業中の作業者の

健康状態の確認

巡視を頻繁に行い声をかける、「バディ」を組ませる等作業者にお互い

の健康状態を確認するよう指導

□ 異常時の措置

【一人きりにしない】

あらかじめ作成した連絡体制や対応手順等の周知徹底

少しでも本人や周りが異変を感じたら、あらかじめ作成した連絡体制や

対応手順等に基づき適切に対応

※必ず一旦作業を離れ、全身を濡らして送風することなどにより身体を冷却

※症状が回復しない場合は躊躇なく病院に搬送する（症状に応じて救急隊を要請）

□ 暑さ指数の低減効果を再確認し、必要に応じ対策を追加
□ 暑さ指数に応じた作業の中断等を徹底
□ 水分、塩分を積極的に取らせ、その確認を徹底
□ 作業開始前の健康状態の確認を徹底、巡視頻度を増加
□ 熱中症のリスクが高まっていることを含め教育を実施
□ 熱中症のおそれがある者を発見したときは、躊躇することなく救急隊を要請

重 点 取 組 期 間 （ ７ 月 １ 日 ～ ７ 月 ３ １ 日 ）

キ ャ ン ペ ー ン 期 間 （ ５ 月 ～ ９ 月 ）

・各労働基準監督署
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/
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ストレスチェック
が義務になります！

ストレスチェック

は、2015年から、

労働安全衛生法に

おいて実施が義務

付けられています。

（労働者数50人未

満の事業場は、当

分の間努力義務と

されていました。）

今般、2025年５月

に公布された改正

労働安全衛生法に

より、労働者数50

人未満の事業場に

もストレスチェッ

クの実施が義務化

されました。

（施行期日は公布

後３年以内に政令

で定める日） 

労働者数50人未満の事業者の皆さまへ

事業者による職場のメンタルヘルス対策の取組です。労働者にストレス

の状況についての検査（ストレスチェック）を実施し、本人のストレスへ

の気付き・セルフケアを促すとともに、検査結果の集団ごとの集計・分析

を通じて、職場のストレス要因の改善につなげることで、メンタルヘルス

不調の未然防止を図る仕組みです。
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（令和８年３月）

〇 労働者のメンタルヘルス不調の未然防止が重要です。ひとたびメンタルヘルス

不調にさせてしまうと、その病休期間は平均で約３か月、復職後に再び病休にな

る割合も約半数と、特に小規模事業場にとっては、大きな人材の損失となるほか、

経営上のリスクにつながってしまいます。

〇 また、ストレスチェック制度をはじめとした職場のメンタルヘルス対策に取り

組むことで、働きやすい職場の実現を通じて、生産性の向上や人材の確保・定着、

企業価値の向上といった持続的な経営につながります。特に、人材不足が課題と

なっている小規模事業場において、メリットも大きいと考えられます。

〇 こうした視点も踏まえて、事業者は、職場の

メンタルヘルス対策を経営課題として位置付け、

ストレスチェック制度にしっかり取り組んでい

くことが重要です。

専門スタッフの支援 サポートダイヤル 「こころの耳」

厚労省が設置する都道府県の
産業保健総合支援センターで
は、メンタルヘルス対策の専
門スタッフ（社労士、心理職、
保健師等）による、研修、相
談、事業場への訪問による制
度導入支援等の支援メニュー
が無料で受けられます。

ストレスチェック制度サポートダイ
ヤルでは、ストレスチェック制度の
導入・実施についてのご相談
に専門スタッフがお答えします。

電話番号： 
０５７０－０３１０５０                 

（全国統一ナビダイヤル)

受付時間：
 平日10時～17時

（土日祝日、年末年始は除く）

※  運営は厚労省所管の独立行政法人
労働者健康安全機構

厚労省が運営するメンタルヘル
スポータルサイト「こころの耳」
では、ストレスチェック制度の実
施に役立つ情報（メンタルヘル
ス対策の学習動画や、中小企
業における取組事例など）を
広く掲載しています。

厚労省の「小規模事業場ストレスチェック制度実施マニュアル」は、50人未満の事業場に即した、

労働者のプライバシーが保護され、現実的で実効性のある実施体制・実施方法を示したマニュアル

です。（令和８年２月公表）

まずは、厚労省ホームページをチェックしましょう。

※マニュアルの簡略版（スタートガイド）もあります

都道府県

さんぽセンター
ポータルサイト
「こころの耳」

小規模事業場向けマニュアルに沿って、ストレスチェック制度を始めましょう

厚労省ＨＰ

（ストレスチェック）
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〇 労働者のメンタルヘルス不調の未然防止が重要です。ひとたび、メンタルヘルス不調になってしまうと、

その病休期間は平均で約３か月、復職後に再び病休になる割合も約半数と、特に小規模事業場にとっては、

大きな人材の損失となるほか、経営上のリスクにつながってしまいます。

医師の面接指導

検査結果を
集団(職場)ごとに集計・分析

就業上の措置

メンタルヘルス不調の未然防止

ストレスチェック（検査）の実施

検査結果を本人に通知
ストレスへの気付き・セルフケア

高ストレスの労働者

職場環境の改善

① 

ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

② 

面
接
指
導

③ 

集
団
分
析
・
職
場
環
境
改
善

（申出）

※

義
務

※

義
務

※

努
力
義
務

ストレスチェック制度とは

〇 また、ストレスチェック制度をはじめとした職場のメンタルヘルス対策に取り

組むことで、働きやすい職場の実現を通じて、生産性の向上や人材の確保・定着、

企業価値の向上といった、持続的な経営につながります。特に人材不足が課題と

なっている小規模事業場において、メリットも大きいと考えられます。

〇 こうした視点も踏まえて、事業者は、職場のメンタルヘルス対策を経営課題に

位置付けて、ストレスチェック制度にしっかり取り組んでいくことが重要です。

📌 ストレスチェック制度の目的は、メンタルヘルス不調の未然防止です。メンタルヘルス不調者の

発見ではありません。

本スタートガイドは、小規模事業場におけるストレスチェック制度の導入・実施にあたり、マニュアルを
円滑に活用いただくため、そのポイントをお示しするものです。マニュアル本体と併せてご利用ください。

はじめに
■ ストレスチェックは、2015年から、労働安全衛生法により事業者に実施が義務付けられています。 （労働者数50人

未満の事業場は、当分の間努力義務とされていました。）
■ 今般、2025年５月に公布された改正労働安全衛生法により、労働者数50人未満の事業場にも、ストレスチェックの

実施が義務化されました。（施行期日は公布後３年以内に政令で定める日） 

〇 「ストレスチェック」とは、労働者がストレスに関する質問票（選択式）に回答し、自身のストレスが

どのような状態にあるのかを知ってもらうための簡単な検査です。

〇 事業者は、１年ごとに１回、ストレスチェック（検査）を実施し、

 ① 労働者に、自身のストレスへの気付き・セルフケアを促すとともに、

 ② 高ストレスの労働者には、医師の面接指導の機会の提供、医師の意見を踏まえ必要な就業上の措置、

 ③ 集団分析を通じて職場ごとのストレス要因を把握し、職場環境の改善につなげます。

厚労省HP

０ マニュアルP３～６
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ストレスチェック制度の実施に向けた準備

事業者は、実施責任者として、制度導入の方針表明を行います。

社内の実施体制・実施方法について、労働者の意見を聴きます。

社内ルールを作成し、周知します。

〇 マニュアルには、方針表明や社内ルール（規程）の作成のためのモデル例を掲載しています。

〇 関係労働者の意見を聴く方法について事例も掲載しています。

社内の実施体制・実施方法の決定

事業場内には、委託先との契約・連絡調

整等を行う実務担当者を指名します。

📌 労働者に安心してストレスチェックを受けてもらえるようにするため、準備が重要です。

📌 労働者のプライバシー保護の観点から、原則、外部委託による実施が推奨されます。

ストレスチェックの委託先を選定します。 選定に当たっては、外部機関から

「サービス内容事前説明書」を作成・説明してもらい、提案内容を確認します。

〇 外部機関の提案内容（各サービスの内容、料金等）をもとに、委託先について比較検討します。

① ストレスチェック及び集団分析は、当該外部機関に委託することとするのか

② 医師の面接指導は、どこに依頼することとするのか

〇 外部機関の提案等を踏まえ、ストレスチェックの実施時期、調査票の項目・調査形態（紙又はウェブ）

等について決定します。

〇 マニュアルでは、外部機関の提案内容を確認するためのチェックポイントをお示ししています。スト

レスチェックの実施方法や、特に料金体系（どこまでが標準サービスか／オプションサービスか、別料

金とされている内容は適切か等）についてチェックします。

○ 個人結果等の健康情報の取扱は外部機関で完結

し、事業場内では取り扱いません。

〇 実務担当者には、衛生推進者又は安全衛生推進

者を選任することが望まれます。

事
業
場

● 実施の補助（調査票の配
布・回収、データ入力等）

●  個人結果の保存

事業者

※健康情報を取り扱うため守秘義務あり

外
部
機
関

実施体制（イメージ）

実務担当者 ● 実施計画・実施管理等

● 実施責任者

実施者
（医師・保健師等）

実施事務従事者

●  ストレスチェックの実施

医師の面接指導の依頼先としては、以下のような選択肢があります。

・ 外部機関のオプションサービス

・ 地域産業保健センター（注）

・ 産業保健に対応する医療機関等（別途契約）

注： 厚生労働省が設置する小規模事業場の支援機
関（全国350か所）。面接指導など、医師に
よる産業保健サービスが無料で受けられます。

１ マニュアルP７～10

２ マニュアルP11～16
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ストレスチェックの実施

📌  委託先から労働者に調査票（紙又はウェブ）を配布し、各自回答してもらいましょう。

〇 委託先の実施者（医師、保健師等）から、個人ごとに結果（ストレスプロフィール、セルフケアの

アドバイス、高ストレスか否か、医師の面接指導が必要か否か（申出勧奨）等）が通知されます。

〇 労働者のセルフケアのため、厚生労働省のポータルサイト「こころの耳」（各種セルフケア

ツールやこころの相談窓口（無料））の活用について、情報提供するといいでしょう。

本人に通知される個人結果のイメージ

調査票（国が推奨する57項目版）のイメージ

あなたの仕事についてうかがいます。
１． 非常にたくさんの仕事をしなければならない --------------------------------------------------------------------

２． 時間内に仕事が処理しきれない -----------------------------------------------------------------------------------------------

そうだ

1
1

まあそうだ

2
2

ややちがう

3
3

ちがう

4
4

最近１か月間のあなたの状態についてうかがいます。
１． 活気がわいてくる ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

２． 元気がいっぱいだ --------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

-

1
１

2
２

3
３

4
４

あなたの周りの方々についてうかがいます。
次の人たちはどのくらい気軽に話ができますか？
１． 上司 ------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

２． 職場の同僚 -----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

非常に

1

かなり

2

多少

3

ほとんどない

4

労働者への調査票の配布・回収、個人結果の通知は、委託先から直接行われます。

※ 紙の調査票の配布・回収や個人結果の通知については、内容が分からないよう密封された

封筒に入れた状態で実務担当者を介して行うことは、差し支えありません。

〇 個人結果は事業者には提供されません。事業者には、個人が特定されない方法で集団（事業

場、職場等の単位）ごとに集計・分析した結果が提供されます（後述❺）。

３ マニュアルP17～19

個人結果の通知を受けて各自セルフケアに取り組むよう、労働者を奨励します。
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医師の面接指導 マニュアルP20～25

〇 マニュアルを参考に、労働者が安心して申出できるための環境を整備することが重要です。

📌 高ストレスの労働者は、申し出ることで、医師の面接指導を受けることができます。

集団分析・職場環境改善

委託先から、ストレスチェック結果を集団ごとに集計・分析してもらいます。

〇 平均値や経年で比較するなどの方法で、職場のストレスの状況を調べます。

〇 集団の単位が10人を下回る場合には、個人が特定されるおそれがあることから、原則、集団

分析結果の提供を受けてはいけません。

📌 集団分析を通じて、職場環境のストレス要因を把握し、軽減に取り組むよう努めましょう。

面接指導以外の相談できる窓口についても、情報提供することが望まれます。

〇 厚労省の「こころの耳」相談窓口（電話・メール・SNS）は、どなたでも無料で利用できます。

集団分析結果等を活用し、職場環境の改善のための取組を行います。

〇 取組内容は極めて多様です。マニュアルには、小規模事業場等の取組事例を掲載しています。

労働者のプライバシーの保護

📌 ストレスチェック制度は、個人情報が保護され、不正な目的で利用されないことで、

労働者が安心して受けることができ、適切な対応や改善につなげられる仕組みです。

不利益取扱の禁止

〇 労働者のプライバシーの保護を徹底し、不利益な取扱を防止することが重要です。

〇 事業者がやってはいけない禁止事項について、マニュアルにより具体的に確認しましょう。

（令和８年３月）

４

５ マニュアルP26～28

６

７

マニュアルP29

マニュアルP30

申出があった場合、面接指導の実施を医師に依頼します。

面接指導に必要な情報をとりまとめて、医師に提供します。

面接指導の結果に基づき、医師の意見を聴取します。

医師の意見を踏まえて、必要な就業上の措置を実施します。
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ストレスチェックをこれから導入する事業者の方へ

大阪労働局・労働基準監督署

ストレスチェックについての相談は

産保センター（※）が開設している

ストレスチェック制度サポートダイヤル

をご利用ください

0570-031050
（全国統一ナビダイヤル）

受付時間 平日10時～１７時（土曜、日曜、祝日、12月29日～1月3は除く）

申込はWEBで！

申込先：大阪産業保健総合支援センター

https://osakas.johas.go.jp/

※ 産業保健総合支援センター（産保センター）は、厚生労働省所管の独立行政法人労働者健康安全機構が各都道府県

に設置、運営しています。 事業場のメンタルヘルス対策等の取組に対して、各種支援サービスを 無料で提供します。

大阪産業保健総合支援センターでは個別訪問支援をしております。
個別訪問支援は専門スタッフ（社労士、心理職、保健師等）が

無料で事業場に訪問し、ストレスチェック制度について事業場の
状況に応じた具体的なアドバイス、メンタルヘルス対策について
支援します。
※ストレスチェックを代行する業者の紹介はしておりません。
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https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp

安全衛生法関係 入力支援サービス
検索

常時50人以上の労働者を使用する事業場では、
1年以内に1回、ストレスチェック報告書、つまり、
「心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告書」を所
轄労働基準監督署へ提出する義務が、労働安全衛生規則第52条の
21に定められています。
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労働基準法等の
労働関係法規の概要

ひと、くらし、みらいのために

 厚生労働省大阪労働局

泉大津労働基準監督署
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１ 事業と労働者の定義について（別表第1、第９条）

（１）労働基準法は、事業の種類を問わず、基本的にはすべての事業に適用されま
す。ただし、労働基準法の一部の条文に業種で適用が異なるものや適用除外
などの規定が定められています。

（２）事業とは、業として継続的に行われているものをいい、業として継続的に行
われていれば、営利を目的としない社会事業団体、宗教団体等も事業に当た
ります。なお、同居の親族のみを使用する事業には、労働基準法は適用され
ません。

（３）労働基準法の適用単位は、工場、支店等、場所的観念等で区分される事業単
位となります。

（４）労働基準法が適用される労働者とは、
 ①職業の種類を問わず、

 ②事業または事務所に使用され、
 ③賃金を支払われる者
をいいます。

≪ １ 事業と労働者の定義 ≫
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１ 労働条件の明示について（第1５条）

≪ 2 労働条件の明示 ≫

（２）就業規則に当該労働者に適用される条件が具体的に規定されている場合は、その適用される部分
を明らかにしたうえで、就業規則を交付すれば、同じ事項を書面で交付する必要はありません。

口頭の明示でもよい事項

①労働契約の期間（有期雇用特別措置法による特例の
対象者の場合、無期転換申込権が発生しない期間）

②期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準
（更新の基準）

③就業の場所･従事する業務の内容
④始業･終業時刻、所定労働時間を超える労働の有無、
休憩時間、休日、休暇、交替制勤務をさせる場合は就
業時転換に関する事項

⑤賃金の決定･計算･支払いの方法、賃金の締切り･支払
いの時期に関する事項

⑥退職に関する事項（解雇の事由を含む） 

①昇給に関する事項
②退職手当の定めが適用される労働者の範囲、退職

手当の決定、計算･支払いの方法、支払いの時期
に関する事項

③臨時に支払われる賃金･賞与などに関する事項
④労働者に負担させる食費･作業用品その他に関す

る事項
⑤安全衛生に関する事項
⑥職業訓練に関する事項
⑦災害補償、業務外の傷病扶助に関する事項
⑧表彰、制裁に関する事項
⑨休職に関する事項

（１）使用者が労働者を採用するときは、賃金、労働時間その他労働条件を書面などで明示しなけれ
ばなりません。

書面の交付による明示事項

６か月契約、1年契約などの期間の定めのある契約（有期労働契約）を結ぶ場合には、契約の更新の有無及び更新する場合又はしない
場合の判断の基準を明示する必要があります。
①明示する「更新の有無」の具体例 ②明示する「判断の基準」の具体例
＊自動的に更新する ＊契約期間満了時の業務量により判断する
＊更新する場合があり得る ＊労働者の勤務成績、態度により判断する
＊契約の更新はしない 等 ＊会社の経営状況により判断する   等

注

注

2024年（令和6年）4月1日より 「書面の交付による明示事項」に
① 就業場所・業務の変更の範囲（全労働者について）
② 更新上限の明示（有期契約労働者について）
③ 無期転換申込機会の明示（有期契約労働者について）
④ 無期転換後の労働条件の明示（有期契約労働者について）

が追加されています。

R6.4
改正
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/k
oyou_roudou/roudoukijun/roudoukijunkankei.html
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（１）賃金とは、名称の如何を問わず、労働の対償として使用者が労働者に支払う
すべてのものをいいます。

（２）就業規則などであらかじめ支給条件が明確に定められている賞与や退職金な
ども賃金に含まれます。

１ 賃金とは（第１１条）

≪ ３ 賃金 ≫

1. 通貨で

2. 全額を

3. 毎月1回以上

4. 一定期日に

5. 直接労働者に使用者は 支払う

賃金支払5原則

なお、一定の条件（①労働者の同意を得ること、②労働者の指定する本人名義の預貯

金口座に振り込まれること、③賃金の全額が所定の支払日に払い出し得ることを満た

せば、金融機関への振込により支払うことができます。

２ 賃金の支払（第２４条）

※令和5年4月より、一定の要件を満たす場合、厚生労働大臣の指定を受けた資金移動業者の口
座への資金移動による賃金支払（いわゆる賃金のデジタル払い）ができるようになりました。
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最低賃金は、賃金の最低額を定めるものであり、使用者は、最低賃金額以上
の賃金を労働者に支払う必要があります。最低賃金額より低い賃金額を労使合意
の上で定めても無効とされ、最低賃金額と同額の定めをしたものとみなされます。

３ 最低賃金（労基法第28条）最低賃金法第4条ほか
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１ 解雇制限（第19条）

≪ 4 解雇 ≫

解 雇 制 限 期 間

被災日 再出社日

入･通院で治療のため休業する期間 その後30日間

１)業務上負傷または疾病で休業する場合

◆解雇制限期間◆

２)産前産後休業の場合

解 雇 制 限 期 間

再出社日

産前休業6週間
(多胎妊娠14週間)

その後30日間

出産

産後休業8週間

（１）労働者が業務上負傷したり、病気になった場合に、その療養のために休業する期間
及びその後30日間と、産前産後の女性が労働基準法第65条の規定によって休業する
期間及びその後30日間は解雇できません。ただし、使用者が労働基準法第81条の規
定によって打切補償を支払った場合や、天災事変などやむを得ない事由により事業の
継続ができなくなった場合はこの限りではありません。

（２）天災事変その他やむを得ない事由により解雇制限期間中に解雇する場合には、その事
由について所轄の労働基準監督署長の認定を受けなければなりません。
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②解雇予告などが除外される場合
■天災事変その他やむを得ない事由で事業の継続が不可能となり、所轄の労働基準監督署長の認定
を受けたとき → 例；火災による焼失、地震による倒壊など

   ■労働者の責に帰すべき事由によって解雇するときで、所轄の労働基準監督署長の認定を受けたと
き。この認定は、解雇の意思表示をなす前に受けるのが原則です。 
→ 例；横領・傷害、2週間以上の無断欠勤など

③解雇予告などを行わずに解雇することができる者 （第21条）

(１)日々雇い入れられる者
(２)２か月以内の期間を定めて使用される者
(３)季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者
(４)試の使用期間中の者

ただし、(１)は１か月、(２)及び(３)はその契約期間、(４)は
14日を超えて、引き続き使用されている場合には、解雇
予告または解雇予告手当の支払いが必要になります。

使用者は
30日以上前に解雇予告すれば
30日分以上の平均賃金を支払えば 労働基準法違反とならない

(平均賃金を何日分か支払った場合には、その日数だけ予告期間が短縮されます。)

①解雇をする場合

労働者を解雇しようとする場合は、少なくとも30日以上前に予告するか、30日分以上の平均賃金を支払わ
なければなりません。

２ 解雇の予告（第２０条）
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１ 退職時の証明（第２２条第１項）

【証明事項】・・・・労働者が請求した事項のみ
①使用期間 ②業務の種類 ③当該事業における地位 ④賃金 
⑤退職の事由(退職の事由が解雇の場合は、その理由を含む)

（１）労働者が退職の場合に、在職中の契約内容などについて証明書の交付を請求したとき
は、使用者は遅滞なく、これを交付しなければなりません。

（２）証明書には、労働者の請求しない事項を記入してはいけません。

≪ 5 証明  ≫

労働者からの請求があれば、使用者は解雇の
理由の証明書を交付しなければならない。

退職時の証明
（第22条第1項）
上記参照

解雇予告 退職日(解雇日)

２ 解雇理由の証明（第２２条第２項）

（１）解雇の予告がされた日から退職の日までの間に、労働者が当該解雇の理由について証
明書を請求したときは、使用者は遅滞なく、これを交付しなければなりません。

（２）ただし、解雇の予告がされた日以降に、労働者が当該解雇以外の事由により退職した
ときは、使用者は、その労働者の退職日の以後、上記の証明書を交付する必要はあり
ません。
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１ 休業手当（第26条ほか）

≪ 6 休業手当 ≫

（１）使用者の責に帰すべき事由により労働者を休業させた場合には、休業させ
た所定労働日について、平均賃金の6割以上の手当（休業手当）を支払わな
ければなりません。

「使用者の責に帰すべ
き事由」による休業

１日当りの休業手当＝
平均賃金×60／100 労働者に対する支払義務

（２）不可抗力による休業の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者
に休業手当の支払義務はありません。不可抗力による休業と言えるためには、
① その原因が事業の外部より発生した事故であること
② 事業主が通常の経営者としての最大の注意を尽くしてもなお避けること

ができない事故であること
という要素をいずれも満たす必要があります。

（３）例えば、その原因が事業の外部より発生した事故であっても、自宅勤務などの
方法により労働者を業務に従事させることが可能な場合において、これを十
分検討していない、労働者に他に就かせることができる業務があるにもかか
わらず休業させている等、通常使用者として行うべき最善の努力を尽くして
いないと認められた場合には、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に
該当する場合があり、休業手当の支払が必要となることがあります。
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１ 労働時間（第３２条ほか）

≪ 7 労働時間・休憩・休日 ≫

（１）休憩時間を除いて1週間に40時間、1日に8時間を超えて労働させてはいけ
ません。これを法定労働時間といいます。

（２）週40時間労働については、労働者数が１～９人の商業、映画演劇業(映画の
製作の事業を除く)、保健衛生業、接客娯楽業などには週44時間という特例
措置があります。

（３）労働時間とは、労働者が使用者の指揮監督の下にある時間をいいます。

（４）１週間とは、就業規則その他に別段の定めがない限り、日曜日から土曜
日までのいわゆる暦週をいいます。また、１日とは、午前０時から午後12
時までのいわゆる暦日をいうものであり、継続勤務が２暦日にわたる場合に
は、たとえ暦日を異にする場合でも一勤務として取り扱い、当該勤務は始業
時刻の属する日の労働として、当該日の「１日」の労働と解されます。

「使用者の指揮監督下」にあるか否かは、明示的なものであることは必要ではなく、
現実に作業している時間のほかに、作業前に行う準備や作業後の後始末・掃除等が、
使用者の明示または黙示の指揮命令下で行われている限り、その時間も労働時間と
なります。
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12

（5）宿日直勤務者については労働時間、休憩、休日に関する規定は適用しないこと
となっています（深夜労働は適用除外になりません）。 

  

・宿日直勤務として労働時間等に関する規制が適用除外されるためには、所轄労働
基準監督署長の許可が必要です。

・宿日直勤務の許可は、通常の労働の継続延長ではなく、常態としてほとんど労働
する必要のない勤務のみを認めるもので、定期的巡視、緊急の電話・文書の収受、
非常事態に備えての待機等を目的とするものに限られます。 

（参考資料）
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Q 現在の勤務先には宿直勤務があり、宿直勤務がある日は、午後6時まで通常の
勤務をして、宿直勤務を行った後、翌日も通常勤務があります。
なお、宿直勤務中は、仮眠時間が４時間程度です。
このような状況は法的に問題ないのでしょうか。

● 宿日直に関するQ＆A

A 宿直勤務については、常態として、ほとんど労働する必要のない勤務のみを
認めるものです。そのため、宿直勤務を行ったとしても、翌日の勤務へ大き
な影響はないものと通常考えられ、所轄労働基準監督署長の許可を適法に受
けている場合は、法律上翌日の勤務を禁止するものではありません。

しかし、宿直勤務の時間中に常態として通常業務を行っており、実態は宿直
勤務ではなく夜勤とみなされる場合は、週40時間、1日8時間という法定労
働時間（労働基準法第32条）の規定が適用されることになります。
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２ 労働時間の適正な把握のため使用者が講ずべき措置に関するガイドライン

一部の事業場において自己申告制の不適正な運用
↓

労働時間の把握が曖昧になり、過重労働や割増賃金の未払いといった問題
↓

平成29年１月20日
「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライ

ン」を策定
・使用者に労働時間を適正に把握する責務がある
・使用者が講ずべき具体的措置を明らかにした

３ 労働時間の考え方

労働時間とは：
使用者の指揮命令下に置かれている時間 ≒ 明示・黙示の指示により労働者が業

務に従事する時間
（例）労働時間に当たるもの
○ 使用者の指示による業務に必要な準備行為や後始末の時間
○ いわゆる「手待ち時間」
○ 参加が義務付けられた研修・教育訓練の受講時間
○ 使用者の指示により業務に必要な学習をした時間
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【労働時間に該当する例】
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施設の利用者さんと接する時間

＋ 待機時間

＝

職員会議施設行事（誕生日会等）の準備

業務報告書等の書類作成

【労働時間に該当する例】

労働時間

参加が義務付けられた研修
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変形労働時間制とは、繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期の所
定労働時間を短くするといったように、業務の繁閑や特殊性に応じて、労使が工
夫しながら労働時間の配分などを行い、これによって全体としての労働時間の短
縮を図ろうとするものです。

業
務
の
実
態
に
応
じ
た
労
働
時
間
制
度
の
選
択
方
法

業務の繁閑が
少ない場合

業務の繁閑が
ある場合

業務の繁閑が直前で
ないと不明の場合
(規模30人未満の
小売業、旅館及び
料理・飲食店に限る)

１週間に休日が２日程
度確保できる場合

１日の所定労働時間が
短縮できる場合

月始め、月末、特定週
等に業務が忙しい場合

特定の季節(夏季、
冬季など)、特定の月
などに業務が忙しい
場合

始業・終業の時刻を
労働者に自由に選択
させることができる
場合

完全週休２日制の採用

土曜日を半日勤務とする制度の採用

１か月単位の変形労働時間制の採用

１年単位の変形労働時間制の採用

１週間単位の非定型的変形労働時間制の採用

フレックスタイム制の採用

５ 変形労働時間制
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（１）毎週少なくとも1日の休日か、4週間を通じて4日以上の休日を与えなければ
なりません。

（２）休日とは、労働契約において労働義務がないとされている日をいいます。
（３）休日は、原則として暦日、すなわち、午前0時から午後12時までの24時間

をいいます。
午前0時から午後12時までの間に勤務しない場合が休日
であり、休日とされている日でも前日の労働が延長され
て午前0時を超えた場合などは、休日を与えたことにはな
りません。

9 休 日（第３５条）

（１）労働時間が6時間を超える場合は45分以上、8時間を超える場合には1時間以

上の休憩を労働時間の途中に与えなければなりません。

8 休 憩（第３４条）

（２）休憩は、全労働者に一斉に付与することが原則ですが、労使協定を締結（特

定の業種については不要）することにより、一斉付与は適用除外となります。

※特定の業種・・・・・運輸交通業、商業、金融・広告業、映画・演劇業、

通信業、保健衛生業、接客娯楽業、官公署
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19

時間外または休日に労働させる場合、労働者の過半数で組織する労働組合
があるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないとき
は労働者の過半数を代表する者と労使協定(いわゆる36協定)を締結し、事前
に所轄の労働基準監督署長に届け出なければなりません。

10 時間外及び休日の労働（第３６条） 

⚫時間外労働の上限は原則として月45時間・年360時間（3か月を超える1年
単位の変形労働時間制の対象者は月４２時間・年３２０時間）となり、臨時
的な特別の事情がなければこれを超えることができない。

⚫臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）でも、以下
を守らなければなりません。
➢時間外労働が年720時間以内
➢時間外労働と休日労働の合計が月100時間未満 ※休日労働含む

➢時間外労働と休日労働の合計について、「２か月平均」、「３か月平
均」、「４か月平均」、「５か月平均」、「６か月平均」が全て１月あ
たり80時間以内 ※休日労働含む

➢時間外労働が月45時間を超えることができるのは、６か月が限度

ポイント

特別条項の有無に関わらず、１年を通して常に、時間外労働と休日労働の合計は、月

100時間未満、２～６か月平均80時間以内にしなければなりません。
！
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種　　別 具体的な内容 割増率 具体的な例

時間外労働に対する割増賃金
1日８時間及び１週40時間を超え
て労働させた場合に支払うことと
されているもの

２割５分

時給1,000円の人が1時間時間
外労働した場合の1時間分

1,000円×1.25＝1,250円

休日労働に対する割増賃金
法定休日に労働させた場合に支
払うこととされているもの

３割５分

時給1,000円の人が1時間休日
労働した場合の1時間分

1,000円×1.35＝1,350円

深夜業に対する割増賃金
夜10時から朝５時までの時間帯
に労働させた場合に支払うことと
されているもの

２割５分

時給1,000円の人が1時間深夜
労働した場合の1時間分

1,000円×1.25＝1,250円

月60時間を超える時間外労働に対
する割増賃金

月60時間を超えて時間外労働さ
せた場合に支払うこととされてい
るもの

５割

時給1,000円の人が1時間月60
時間を超える時間外労働した場
合の1時間分

1,000円×1.5＝1,500円

（※）

（※）時間外労働６０時間超の割増賃金率を5割以上とすることについて、2023年（令和５）年
４月1日以降は、中小事業主においても当該割増率が適用されています。

11 時間外、休日及び深夜の割増賃金（第３７条）
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１ 年次有給休暇（第３９条）

（１）年次有給休暇は、雇入れの日から起算して6か月間継続勤務し、全所定労働日の8割
以上出勤した労働者に対して最低10日を与えなければなりません。
いわゆるパートタイム労働者についても、原則として同様に扱うことが必要です。 

①一般の労働者 (週所定労働日数が５日以上または週所定労働時間が３０時間以上の労働者)

継続勤務
期間

6カ月 1年6カ月 2年6カ月 3年6カ月 4年6カ月 5年6カ月
6年6カ月
以上

付与日数 10 11 12 14 16 18 20

②所定労働日数が少ない労働者
（週所定労働日数が4日以下かつ週所定労働時間が30時間未満の労働者）

週所定
労働日
数

1年間の
所定労
働日数

継続勤務期間毎の付与日数

6カ月
1年6カ

月
2年6カ

月
3年6カ

月
4年6カ

月
5年6カ

月
6年6カ
月以上

4日
169～
216日

7 8 9 10 12 13 15

3日
121～
168日

5 6 6 8 9 10 11

2日
73～
120日

3 4 4 5 6 6 7

1日
48～
72日

1 2 2 2 3 3 3

≪ ８ 年次有給休暇 ≫
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ポイント

2019（平成31）年４月から、全ての企業において、法律上10日以上の年次有給休暇

が付与される労働者に対して、年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が

時季を指定して取得させることが必要となりました。

● 対象者について
法律上、年次有給休暇が１０日以上付与される労働者が対象です。
労働者には、管理監督者やパート・アルバイト、有期雇用労働者など全ての
労働者が含まれます。
比例付与の労働者についても、勤続年数に応じて年１０日以上の年次有給休
暇が付与されますので、留意しましょう。

● 5日の時季指定義務について
対象者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から1年以内に５日に
ついて、使用者が取得時期を指定して与える必要があります。
ただし、1年以内に労働者が自ら申し出て取得した年次有給休暇の日数や、
労使協定で取得時季を定めて与えた計画的付与の日数については、その日数
分を時季指定義務が課される年５日から控除する必要があります。
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● 時季指定の方法
使用者は、時季指定するにあたっては、①あらかじめ時季指定により年次有給

休暇を与えることを労働者に明らかにした上で、その時季について労働者の意見
を聴かなければなりません。②その上で聴取した意見を尊重するよう努めなけれ
ばなりません。

労働者

①使用者が労働者に取得時季の意見を聴取

②労働者の意見を尊重し使用者が取得時季を指定

｢○月×日に休みた
いです」

｢いつ年次有給休暇を取得
したいですか？」

使用者

｢○月×日に休んでく
ださい」

（図解）時季指定の流れ

労働者 使用者
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● 年次有給休暇管理簿について
使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、当該管理簿を３年間保存しなけ

ればなりません。
⇒ 時季、取得日数、基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を
作成し、当該年休付与にかかる1年間及び当該期間の満了後３年間保存しなければなりま
せん（年次有給休暇管理簿は、労働者名簿又は賃金台帳とあわせて調整することができま
す。また、必要なときにいつでも出力できる仕組みとした上で、システム上で管理するこ
とも差し支えありません。）。

（例）以下のような必要事項を既存の各人の労働者名簿又は賃金台帳に盛りこむ

時季（年次有給休暇を取得した日付）
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1 就業規則の作成・届出・変更の義務（第89条、第90条、第92条）

（２）就業規則は、労働基準法などの関係法令、または労働協約に反してはいけ
ません。

2 制裁規定の制限（第９１条）

≪ ９ 就業規則、その他 ≫

（１）常時10人以上の労働者を使用している事業場では、就業規則を作成し、

事業場に労働 者の過半数で組織する労働組合がある場合はその労働組合、

過半数で組織する労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者の意

見書を添えて、所轄労働基準監督署長に届け出なければなりません。

また、就業規則を変更した場合も同様です。

（１）就業規則で労働者に対して減給の制裁を定める場合におい

ては、その減給は、1回の額が平均賃金の1日分の半額を

超え、総額が一賃金支払期における賃金総額の10分の1を

超えてはなりません。
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3 法令等の周知（第１０６条）

(１)労働基準法及び同法による命令等の要旨
(２)就業規則
(３)労使協定
(４)企画業務型裁量労働制にかかる労使委員会の決議内容
(５)高度プロフェッショナル制度にかかる労使委員会の決議内容

周知の方法
① 常時各作業場の見やすい場所に掲示・備え付ける
② 書面で交付する
③ 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、
かつ、労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置する

（２）周知の方法は下記のいずれかの方法で行わなければいけません。

（１）使用者は次の事項を労働者に周知しなければなりません。
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４ 労働者名簿及び賃金台帳の調製と記録の保存（第１０７条～１０９条）

（１）労働者名簿は、各事業場ごとに、各労働者（日々雇入れられる者を除く）について

調製しなければなりません。また、記載事項に変更があった場合は、遅滞なく訂正

しなければなりません。
（２）賃金台帳についても、各事業場ごとに調製し、賃金の支払いの都度、遅滞なく、各

労働者ごとに記入しなければなりません。

（３）なお、労働者名簿、賃金台帳その他労働関係に関する重要な書類は、5年間（当分

の間は3年間）の保存義務があります。いずれの書類も、必要事項が記載されてい

ればどんな様式でも構わないことになっています。

賃金台帳の記載事項
① 賃金計算の基礎となる事項 
② 賃金の額
③ 氏名 
④ 性別  
⑤ 賃金計算期間 
⑥ 労働日数
⑦ 労働時間数  
⑧ 時間外労働、休日労働及び深夜労働の労働時間数  
⑨ 基本給、手当その他の賃金の種類ごとにその金額  
⑩ 労使協定により賃金の一部を控除した場合はその

 金額

☆ 関係様式は、『大阪労働局ホームページ』(法令・様式集) からダウンロードできます
https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/hourei_youshikishu/youshikishu/_120080.html
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Study
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１ 趣 旨
ひとたび労働災害が発生すると、生産のストップや労働力の補填などに追われ、納品が遅れるなど顧客先にも影響を与えかねない。
安全で安心な労働環境は労働者に働きやすいという満足をもたらし、生産性や技術の向上等により、質の良いものを提供出来ることで顧客も

満足し、皆が輝く笑顔になれる。
「安全は人々を満足させ、輝く笑顔にします」をスローガンに掲げた大阪発・新４Ｓ運動は、安全で健康に働くため、労働者の理解を得て労使

が一体となり安全の基本である４S(5S)整理・整頓・清掃・清潔・（躾）を基盤にヒヤリハット事例収集からKY活動、リスクアセスメント、労働安
全衛生マネジメントシステムへとステップアップさせ、自主的な安全衛生活動を活性化していく安全文化運動である。
この運動は、令和５年度を初年度とする「大阪労働局第14次労働災害防止推進計画」の目標を達成するため、４つの活動「安全見える化

活動」「安全Study活動」「リスク評価推進活動」「命綱GO活動」を展開していく。
多様な働き方や外国人労働者など、互いに多様性を理解し合い、全ての労働者の安全と健康が確保され、人々が就労する安全衛生環境に

満足し、輝く笑顔で働くことができる職場の実現に向けて取り組むものである。
この運動は、大阪労働局、管内各労働基準監督署、各労働災害防止団体、労使等の関係者が連携し、労働災害の減少に向け積極的に

展開していく。

２ スローガン
「安全は人々を満足させ、輝く笑顔にします」

３ 期 間
令和５年度から５か年

４ 主唱者
大阪労働局及び府内各労働基準監督署

５ 協賛者
公益社団法人 大阪労働基準連合会、中央労働災害防止協会 近畿安全衛生サービスセンター、中央労働災害防止協会 大阪労働

衛生総合センター、中央労働災害防止協会 大阪安全衛生教育センター、建設業労働災害防止協会 大阪府支部、陸上貨物運送事業
労働災害防止協会 大阪府支部、港湾貨物運送事業労働災害防止協会 大阪総支部、林業・木材製造業労働災害防止協会 大阪府
支部、一般社団法人 日本ボイラ協会 大阪支部、一般社団法人 日本クレーン協会 近畿支部、公益社団法人 建設荷役車両安全技
術協会 大阪府支部、一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会 大阪支部

６ 実施事項
本運動は当該期間中、下記の４つの活動を推進する

（１）安全見える化活動
健康が確保され安全・安心な職場を実現するため、工場、現場、事務所、店舗などの職場に潜む危険や安全衛生活動等を積極的に目に

見える形にすることや外国人労働者に母国語や絵表示による注意喚起を行うことにより、労使の自主的な労働災害防止活動を促進する。
（２）安全Study活動

指示された作業を適正に行うだけではなく、自ら考えて行動できる（考動）教育を推進する。
また、高年齢労働者、正社員以外の労働者、入職の浅い労働者等は、身体機能の低下や作業に不慣れなことなどによる災害の発生が懸

念されることから、雇入れ時教育や危険体感教育等について、それぞれの特性に応じた安全衛生教育の実施を推進する。
（３）リスク評価推進活動

死傷災害等の労働災害全体を一層減少させるため、事業場規模やこれまでの取り組み状況から職場におけるヒヤリハット事例収集やKY活
動を展開。また、職場に潜む危険性又は有害性の洗い出し、特定を行い、リスクの見積り、リスク低減措置の検討等を経て、それに基づく措置
の実施を行うリスクアセスメントを広く定着させていく。さらに、安全衛生年間計画を樹立し、労働安全衛生マネジメントシステムへとステップアップ
させていくため、その取組を促進する。

（４）命綱ＧＯ活動（いのち つなごう）
墜落制止用器具（別名「命綱（いのちづな）」とも呼ばれている。）を着用しながらも使用しないことで多くの人命が失われている。
墜落・転落により命を落とすことなく、確実に使用することで命をつなぐことができる用具であることにゴロを合わせ、墜落制止用器具の使用を

徹底する。

７ 具体的実施事項
（１） 局・署の実施事項

○ 「大阪発・新４Ｓ運動推進大会」及び「安全衛生表彰式」を開催する。
○ 「大阪職場の健康づくりフォーラム」において「大阪発・新４Ｓ運動」を啓発する。
○ 全国安全週間準備期間中、大阪労働局長によるパトロールにおいて「大阪発・新４Ｓ運動」を啓発する。
○ 災害防止団体等と連携し、４つの活動の周知を図ると共に、大阪発・新４Ｓ運動の啓発を図る。
○ 「安全の見える化」事例集を活用し、多くの企業において「安全の見える化活動」を啓発する。
○ リスクアセスメント及びその結果に基づく措置について、作業内容等に即したマニュアルを活用して具体的な実施方法を示すことにより、そ
の実施率を着実に向上させる。

○ 第三次産業（小売業・飲食店）に対して、ヒヤリハット事例の収集やKY活動、４S活動を啓発する。
○ 第三次産業（社会福祉施設）に対して大阪府・大阪市等の各自治体と連携して集団指導等により「大阪発・新４Ｓ運動」を啓発す
る。

○ 熱中症対策について、個別指導・パトロール・研修会等において「ＳＴＯＰ︕熱中症クールワークキャンペーン」とともに「大阪発・新４Ｓ
運動」を啓発する。

○ 墜落・転落災害の防止を図るため「命綱ＧＯ活動」を周知・啓発する。
○ 安全の見える化に取り組んだ好事例を収集し大阪労働局ホームページで広報周知し、「安全見える化活動」を啓発する。
○ 高年齢労働者、正社員以外の労働者及び外国人労働者等においては、身体機能の低下や作業に不慣れなことなどによる災害の発生
が懸念されることから、雇入れ時教育や危険体感教育等について、それぞれの特性に応じた教育の実施を推進する。

（２） 協賛者の役割
○ 協賛者は局・署と連携して、４つの取組事項を中心に「大阪発・新４S運動」の啓発活動を広く展開する。

（以下略）

大阪発・新4S運動 実施要項

「Safety」 「Satisfy」 「Shine」 「Smile」
安全 満足 輝く 笑顔

◎ 「安全は人々を満足させ、輝く笑顔にします」をスローガンに掲
げた大阪発・新４Ｓ運動は、安全で健康に働くため、労働者
の理解を得て労使が一体となり安全の基本である４S(5S)
整理・整頓・清掃・清潔・（躾）を基盤にヒヤリハット事例収
集からKY活動、リスクアセスメント、労働安全衛生マネジメント
システムへとステップアップさせ、自主的な安全衛生活動を活
性化していく安全文化運動です。

◎ この運動は、令和５年度を初年度とする「大阪労働局第14
次労働災害防止推進計画」の目標を達成するため、４つの
活動「安全見える化活動」「安全Study活動」「リスク評価推
進活動」「命綱GO活動」を展開するとともに、多様な働き方や
外国人労働者など、互いに多様性を理解し合い、全ての労
働者の安全と健康が確保され、人々が就労する安全衛生環
境に満足し、輝く笑顔で働くことができる職場の実現に向けて
取り組むものです。

令和５年度から５か年

《 協 賛 》
・ 公益社団法人 大阪労働基準連合会 ・ 中央労働災害防止協会 近畿・大阪安全衛生総合サービスセンター
・ 中央労働災害防止協会 大阪安全衛生教育センター ・ 建設業労働災害防止協会 大阪府支部
・ 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 大阪府支部 ・ 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 大阪総支部
・ 林業・木材製造業労働災害防止協会 大阪府支部 ・ 一般社団法人 日本ボイラ協会 大阪支部
・ 一般社団法人 日本クレーン協会 近畿支部 ・ 公益社団法人 建設荷役車両安全技術協会 大阪府支部
・ 一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会 大阪支部
・ 公益財団法人 安全衛生技術試験協会 近畿安全衛生技術センター

大阪労働局・
管内各労働基準監督署《 主 唱 》

《 期 間 》

《 スローガン 》

R8.4

安全見える化活動

安全Study活動

リスク評価推進活動

命綱ＧＯ活動

～ 4つの活動に取り組もう︕ ～

https://jsite.mhlw.go.jp/osaka-roudoukyoku/
大阪労働局・労働基準監督署

新ポスター
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○ 「年間安全衛生計画」を作成し、実行することにより「安全衛生活動」を見える化する。
○ 事業場・現場・店舗等の総点検を実施し、「危険場所」、「危険箇所」及び「危険作業」を見える化する。
○ 墜落・転落、転倒、はさまれ・巻き込まれ、切れ・こすれ等の危険場所等を「危険マップ」により見える化する。
○ 交通事故の危険を感じた事例（ヒヤリ・ハット事例）の収集、交通ＫＹＴや交通安全情報マップの活用
などで「交通労働災害防止活動」を見える化する。
○ 各企業・事業場・現場・店舗等におけるトップ自らが安全衛生に対する取組を宣言し、すべての労働者と安
全衛生意識を共有する。

・建設業における「現場所長安全宣言」を現場の見やすい場所に掲示
・製造業における「工場長安全宣言」を事業場の見やすい場所に掲示
・小売業や飲食店の各店舗における「店長安全宣言」をバックヤードの見やすい場所に掲示

○ 熱中症を防止するため、暑さ指数（WBGT値）を表示して危険の度合いを見える化し、熱中症になった
時の対応も見える化する。

○ 作業者への安全衛生教育の促進はもとより、各級管理者等に対する安全衛生教育についても計画的に
行う。
○ 危険体感教育の実施により、作業者の危険感受性を高める。
○ ｅラーニング教材を活用した教育にも取り組む。
○ 建設業における送り出し教育を確実に実施する。
○ 正社員以外の労働者に対し作業内容を理解させ、雇入れ時の安全衛生教育を確実に実施する。
○ 高年齢労働者、外国人労働者等においては、身体機能の低下や作業に不慣れなことなどによる災害の発
生が懸念されることから、雇入れ時教育や危険体感教育等について、母国語教材を取り入れるなどそれぞれ
の特性に応じた教育を行う。
〇 「高年齢者の労働災害防止のための指針」（令和８年４月１日施行。）に基づく取組の促進を図る。
○ 入職一年未満の経験の浅い者に対する安全作業スキルアップ教育を実施する。
○ 労働者自らも進んで安全衛生教育を受講し、危険感受性を高め、健康の保持増進に努める。

◎ 安全見える化活動 ◎

◎ 安全Study活動 ◎

毎日、暑さ指数（ＷＢ
ＧＴ値）を測定し、現場
に掲示することで、熱中症
に対する警戒意識の高揚
に繋げた

階段中央部に黄色線を入れる
とともに，け上げ部分に黄色い
▲を入れたことにより、左側通
行の徹底，接触事故を防止

Ｅラーニングも有効

参考例

○ 事業場規模やこれまでの取り組み状況に応じて職場におけるヒヤリハット事例収集やKY活動を展開。
○ 職場に潜む危険性又は有害性の洗い出し、特定を行い、リスクの見積り、リスク低減措置の検討等を経て、
それに基づく措置の実施を行うリスクアセスメントを広く定着させていく。
○ 労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針に基づく「年間安全衛生計画」を樹立。
○ 自主的安全衛生活動を活性化し、ステップアップを図る。
〇 厚生労働省ホームページに掲載する「機械安全化の改善事例集」等を参考に非定常作業も含めた機械
のリスクアセスメント等の実施の推進を図る。あわせて、残留リスク情報等はリスクアセスメント等を実施する際に
重要であることから、機械の譲渡者等に対し、機械に関する残留リスク情報等の通知を促す。

○ 建設現場において、墜落制止用器具の確実な使用を徹底するため、墜落制止用器具試行訓練（作業
前に墜落制止用器具の点検を兼ねて、単管等にてフックの着脱訓練を行う。）を実施する。
○ 墜落制止用器具使用の重要性を再認識し、墜落危険箇所では作業者間で相互の使用の確認を徹底す
る。
○ 作業床や手すりの設置が困難な場所での作業時に親綱等墜落制止用器具取付け設備の設置を徹底す
る。
○ 二丁掛け墜落制止用器具を基本に、高所作業における墜落時の衝撃を緩和するフルハーネス型墜落制
止用器具の使用を徹底する。

◎ リスク評価推進活動 ◎

◎ 命綱GO活動（いのちつなごうかつどう） ◎

改 善

具器用止制落墜型スネーハルフ練訓と検点でトーゲ行試

リスク減少

参考例
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既往歴及び業務歴の調査
自覚症状及び他覚症状の有無の検査
身⾧(★)、体重、腹囲(★)、視力及び聴力の検査
胸部エックス線検査
血圧の測定
貧血検査（血色素量及び赤血球数）(★)
肝機能検査（AST、ALT、γ―GT）(★)
血中脂質検査（ LDLコレステロール、 HDLコレステロール、血清トリグリセライド）(★)
血糖検査(★)
血清クレアチニン検査(★) ※

尿検査（尿中の糖及び蛋白の有無の検査）
心電図検査(★)

事業者、健康診断機関の皆さまへ

労働安全衛生法に基づく

定期健康診断等の診断項目の
取扱いが一部変更になります

（令和９年４月から適用）

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

(★) の項目は、医師の判断により省略が可能となります。詳しくは裏面をご覧ください 。

喀痰検査が削除されました。
健康診断機関や事業者においては、胸部エックス線検査の結果を踏まえ、結核感染が疑われる
者に対しては、医療機関への速やかな受診勧奨を行ってください。

｢血清クレアチニン検査」が追加されました。

令和８年４月28日基発0428第10号「労働安全衛生施行規則等の一部を改正する省令の施行等について」

肝機能検査の酵素名が変更されました。

診断項目

変更のポイント

「血清クレアチニン検査」は、腎臓の機能を調べるものです。検査結果に基づき、医師の意見
を聴取し、事後措置を講じる必要があります。また、有所見者に対しては医療機関への速やか
な受診勧奨など保健指導も必要です。

「GOT」は「AST]、「GPT」は「ALT」、「γ-GPT」は「γ-GT」に変更となりました。ただ
し、事業者や労働者が旧名称の方が理解しやすい等の状況がある場合については、健診機関に
おける事業者や労働者への健康診断の結果の通知について、必要に応じ、新名称と旧名称を併
記する等しても差し支えありません。

※ 労働基準法施行規則第34条の２第13項第１号に定める労働者の健康診断（高度プロフェッショナル制度に係る
「臨時の健康診断」）の項目についても、今回の改正により、血清クレアチニン検査が追加されています。
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医師が必要でないと認めるときに診断項目を省略できる者診断項目
20歳以上の者身 ⾧
次のいずれかに当てはまる者

① 40歳未満（35歳を除く）の者
➁ 妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映し

ていないと診断された者
③ BMI（次の算式により算出したものをいう。以下同じ。）が20未満で

ある者 〔 BMI＝体重(kg)／身⾧(m)2 〕
④ 自ら腹囲を測定し、その値を申告した者（BMIが22未満の者に限る。）

腹 囲

40歳未満のうち、次のいずれにも該当しない者
① ５歳毎の節目年齢（20歳、25歳、30歳及び35歳）の者
➁ 感染症法で結核に係る定期の健康診断の対象とされている施設等で働い

ている者
③ じん肺法で３年に１回のじん肺健康診断の対象とされている者

胸部エックス線検査

35歳未満の者、及び36～39歳の者
貧血検査
肝機能検査
血中脂質検査
血糖検査

血
液
検
査

40歳未満の者血清クレアチニン

35歳未満の者、及び36～39歳の者心電図検査

診断項目の省略に関する注意事項

R８.4.28労働大臣告示第204号「労働安全衛生規則第44条第２項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準」

● 血液検査等の診断項目については、雇い入れ時の健康診断においては必須ですが、
定期健康診断においては、労働安全衛生規則第44条第2項により、厚生労働省告示
に基づき、医師が必要でないと認めるときは省略することができるとされています。

● 同告示においては、例えば血液検査では40歳未満の者（35歳を除く。）について
医師が必要でないと認めるときは省略することができる等の基準を示しています。

→下表参照

● このような診断項目の省略は、個々の労働者について、健康状態の経時的な変化
や自覚症状・他覚症状等を勘案しながら判断することが大切です。

なお、他覚症状の有無の検査については医師の判断により聴診等を行うこととし
ています。

R８.４

診断項目の省略について

法令に基づく血液検査等の項目の省略の判断は、個々の労働者ごとに、
医師が省略可能であると認める場合においてのみ可能になります。

一部において、血液検査等の項目の省略の判断を、医師ではない者が
一律に行うなどの不適切な運用が懸念されますので、十分ご注意くだ
さい。
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大阪労働局・泉大津労働基準監督署 R８.４

令和７年１月１日より以下の手続きについて、原則、電子申
請での報告が義務化されました。ご対応をお願いします。

◆労働者死傷病報告

◆総括安全衛生管理者/安全管理者/衛生管理者/産業医選任報告

◆定期健康診断結果報告

◆心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告

◆有害な業務に係る歯科健康診断結果等報告

◆有機溶剤等健康診断結果報告

◆ じん肺健康管理実施状況報告

電子申請が初めての方

利用の流れ

e-Govアカウントの取得

e-Gov電子申請アプリのインストール

e-Govでの電子申請

電子申請 義務化のお知らせ
令和７年１月１日～

e-Govアカウントの取得方法やア
プリをインストールする方法、アプリ
の利用方法はこちらをご覧ください。

https://shinsei.e-gov.go.jp

https://shinsei.e-
gov.go.jp/contents/pr
eparation/beginner

e-Govのトップページはこちら

キャンペーン期間：５月～９月 （重点取組期間７月）
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https://www.e-gov.go.jp/

②労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷に係る入力支援サービス
（パソコン・スマートフォン）

https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp

電子申請義務化の報告は、 ① 「e-Gov電子申請」のほか、 

② 「労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷に係る入力支援

サービス」 からも申請可能です

電子申請システムについて

①e-Gov電子申請（パソコンのみ） （パソコンのみ）

e-Gov利用者サポートデスク
■Webお問合せ：https://shinsei.e-gov.go.jp/contents/contact
■電話番号：050-3786-2225

(通話料金はご利用の回線により異なります)
受付時間： ４ ・ ６ ・ ７月 平日 午前９時～午後７時

土日祝午前９時～午後５時
５ ・ ８～３月 平日 午前９時～午後５時

(土日祝、年末年始は休止)

帳票入力支援サービスヘルプデスク
■e-mail ： chohyo-sup@grandunit.com
■電話番号：03-5829-5921
 受付時間：平日 午前８時３０分～午後５時

（土日祝、年末年始は休止）

♦対応している申請
労働者死傷病報告
総括安全衛生管理者/安全管理者/衛生管理者/産業医選任報告
定期健康診断結果報告
心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告
有害な業務に係る歯科健康診断結果等報告
有機溶剤等健康診断結果報告
じん肺健康管理実施状況報告

労働者死傷病報告に関する電子申請の方法については、
厚生労働省の特設ページに解説資料や動画等を掲載して
います。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
roudoukijun/denshishinsei_00002.html
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あきっぱ

まずはWeb・アプリから駐車場を探してみましょう！

府営住宅に来訪される訪問系
事業者様へ
府営住宅の駐車場が予
約制駐車場としてご利
用できます。

サービスの概要を動画でもご紹介しています！
ぜひご覧になってください
https://www.youtube.com/watch?v=9ERAD2FbQew

© OpenStreetMap contributors

空

akippaマンション駐車場
4.0 /  5件

詳細を見る

24時間営業 平置き 再入庫可能 24時間最大料金

来客用に!

借りる 貸 す

PCやスマートフォンで
貸し借りできる
駐車場です

※左の画像はイメージです。
駐車場名やご利用条件は実際とは異なります。

確実に停められて安心・快適

現地支払い不要で入出庫が楽

スムーズに駐車
混む場所も確実に予約できる

オンラインで事前に支払える

かんたん予約・決済
Web・アプリですぐに探せる

新規駐車場を随時追加

駐車場を検索

駐車場予約アプリ「アキッパ」とは？
近くの空き地や個人宅駐車場を
予約できるサービスです

以上が利用中で
安心・安全

※2024年7月時点/貸主は含まない

会員数

400万人※
多数掲載

各メディアで
話題のサービス

TV・新聞
以上の駐車場を
利用可能

全国に常時

4万ヶ所
便利な「アキッパ」がおすすめです
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※QRコードを読み取った場合は、下記（4） 以降の手順をご参照ください。
※アプリ版をご利用の場合は、アプリ起動後に駐車場を検索し、下記（5） 以降をご参照ください。

インターネットに繋ぐ
ブラウザを起動する

【 推奨ブラウザ 】
・Microsoft Edge 最新版
・Google Chrome 最新版
・Safari 最新版

1

⑨で登録したメール
アドレスに akippa
からの認証メールが
届いているのを確認
　　↓
届いているメール内の
認証 URLを押し
メール認証を行う

ここに表示される
URLを押すと

メール認証を行えます

abcde@akippa.co.jp

10
メールの認証画面が
表示されたら
駐車場詳細画面に戻る
※戻り方が不明な際は、
①～⑤を参照

11
メール認証完了

車を駐めたい場所の
地域や施設名を入力し、
虫眼鏡マークを押す

4
ブラウザの検索枠に
「あきっぱ」と入力する
　　↓
キーボード右下の
ボタンを 2回押す
※ご利用のOSやブラウザにより
ボタンの見た目が異なります

2

利用したい駐車場の
ピンを押す
　　↓
画面下部に出る
「詳細を見る」を押す

あきっぱマンショ...

あきっぱマンション駐車場

5

駐車場の詳細画面を
下に移動させながら確認する

あきっぱマンション駐車場

6

予約したい日時を入力し、
「予約に進む」を押す

あきっぱ第１パーキング

あきっぱマンション駐車場

7

ご利用情報の入力項目に
予約に必要な情報を入力し、
「お支払いに進む」を押す

【 必要な情報 】
・電話番号
・車種
・車種情報
・ナンバー

12

お支払い方法を選ぶ
　　↓
下記を入力する
・クレジットカード情報

(クレジットでお支払いの場合のみ )
・利用目的
・サイズ確認

13 予約内容に間違いがなければ
「支払いして予約を完了する」
を押し、予約完了する
　　↓
クレジットカード以外で
お支払いの場合は
下記から予約完了する
・PayPay
・ドコモでお支払い
・auかんたん決済

14

「1分でかんたん、新規登録」
を押して会員登録画面に進む

※会員登録済の方は
「ログインして予約手続きを進める」
からログインしていただき、
⑫以降をご参照ください

8

メールアドレスと
パスワードを入力する
　　↓
上記の操作完了後に
「新規登録」を押す

9

検索結果の画面に
表示されている
「akippa」を選択する

3

地名・施設名を入力

https://www.akippa.com/index/inquiry
お問い合わせフォーム

https://www.akippa.com/faq
よくある質問

その他、不明点などございましたら
どうぞお気軽にお問い合わせください！

アキッパのご利用方法（WEB版）
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 視覚と聴覚の障がいが重複した状態を盲ろうといい、こうした障がいのある方を盲ろう者（児）といいます。
 全盲ろう（全く見えず聞こえない）、弱視ろう（見えにくく聞こえない）、全盲難聴（全く見えず聞こえにくい）、弱視難聴（見えにくく聞こえにくい）

 

 障がいの状態や程度に応じて、コミュニケーションや支援の方法は異なります。家の中で行うような、あらかじめ内容が決まっている支援については、盲ろう者の手の
ひらに指で文字を書く方法や、盲ろう者の耳元で聞き取りやすい声でゆっくり復唱する方法などにより、情報を伝えられる場合もあります。また、専門的な知識や技能
を習得し、盲ろう者のコミュニケーションを支援する「盲ろう者通訳・介助者」を通訳者として活用することもできます。

 

 ■対象者 大阪府内に居住する、身体障がい者手帳の1級又は2級の盲ろう者

 ■派遣対象 次の（１）から（４）のいずれにも該当しない場合に通訳・介助者を派遣します。
   （１）通勤、就業その他の反復継続的な活動に係るものである場合又は別の手段により通訳・介助を受けることができる場合。ただし、一部対象外。
   （２）通訳・介助者自らが車両又は自転車を運転して介助する場合
   （３）公の秩序又は善良の風俗に反する事項を目的とする場合
   （４）営利を目的とする場合
 ■利用料 盲ろう者からの依頼に基づく派遣について、派遣に要する費用は無料です。ただし、派遣を受けて行おうとする活動に関して発生する通訳・介助者の交通費、

      入場料、その他の費用については、派遣を利用する盲ろう者の負担となります。

      ※行政機関や事業者等が、合理的配慮の提供または環境整備の一環として盲ろう者通訳・介助者の派遣を依頼する場合には、大阪府が実施する

       盲ろう者通訳・介助者派遣事業は利用できません。派遣に要する費用は、依頼した行政機関や事業者等の負担となります。

 ■利用申込 原則として派遣を希望する１０日前までに申込書を提出してください。あらかじめ利用登録が必要です。

 ■介護サービスを利用する場合にも本事業による通訳の支援が可能です

  令和２年９月２３日付 厚生労働省事務連絡（抜粋）

  盲ろう者が介護サービスを利用する場合には、介護の提供に当たり、触手話や指点字等、専門性の高い特別なコミュニケーション技術が必要となることから、障害者 

  総合支援法による「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」を活用し、当該事業所の従業者以外の支援者（以下、単に「支援者」という。）が介護サービス利用中に付

  き添い、コミュニケーション支援を行うことは差し支えない

 ■お問合せ窓口 盲ろう者等社会参加支援センター（運営：社会福祉法人大阪障害者自立支援協会）TEL：06‐6748‐0588

盲ろう、盲ろう者通訳・介助者派遣事業について
盲ろうとは

コミュニケーションの方法

 盲ろう者通訳・介助者派遣事業（盲ろう者からの依頼に基づく場合）
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国の教育訓練給付金の支給対象外となっている入社後1年未満の方などが、
資格取得などを目的とする指定の講座を受講した場合、自己負担する受講費用の一部を補助します。

50％～75％ 補助します！

2026年４月１日以降の
開講講座対象

大阪府スキルアップ支援金

資格を取得できなくても、講座を修了すれば支給されます。
本支援金の対象期間中に上記の講座が開催されない可能性もあります。
受講可能な講座等の情報はホームページよりご確認ください。 🔍

※本事業は、令和8年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して実施しております。

対象や申請方法などチラシ裏面をご覧ください▶

個人向け支援金のご案内

資格取得講座の

受講費用を

従業員のリスキリングに是非ご活用ください！

厚生労働省の教育訓練給付制度の対象講座のうち、
2026年4月以降に開講し、2027年2月末までに修了する講座。通信も対象
◆教育訓練給付制度の詳細については、厚生労働省のHPでご確認ください

厚生労働省 教育訓練給付制度 🔍

補助率 3/4（75％） 上限 なし

■デジタル関係の講座
AI、プログラマー、Webデザイナー、グラフィックデザイナー、CAD、
MOS、Excel、Word、ITパスポート、情報処理技術者試験 など

■運輸・建設関係の講座
自動車免許（大型（一種、二種）、中型（一種、二種）、準中型、普通二種など）

フォークリフト、ドローン、電気工事、建築施工管理技術検定 など

半額（※上限あり）で資格取得を
目指せるから、新しい
職種に挑戦しやすい！

■その他の講座
キャリアコンサルタント、宅地建物取引士、健康管理士、医療事務、簿記、語学
介護職員初任者研修、介護福祉士実務者研修、ケアマネージャー など

補助率 1/2（50％） 上限20万円

例えば…
大型免許の取得費用

32万円のうち、24万円
補助してもらえた！

対象講座

・今まで働いたことがない方 ・パート（週20時間未満）で働いている方
・離職してから1年以上経過している方 ・入社してから1年未満の方 など

過去の利用者の声
・資格の勉強にあまり意欲的ではなかっ
たが、支援金をきっかけに前向きに行動
できた。（20代男性）
・資格を活かして仕事の幅が広がった。
（50代女性）

大阪府民で、
厚生労働省の教育訓練給付制度に該当しない方

対象者
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支給対象・対象外フローチャート

★すべて受講開始日時点でお考えください

◆本支援金の詳細の確認および申請は、
HPからお願いいたします。

支給対象（ただし、支援金の支給は、申請書類を審査して決定します）

支給対象外

はい

はい
はい

いいえ

いいえ
いいえ

【お問合せ先】大阪府スキルアップ支援金コールセンター
〔電話番号〕06－6966－1030（平日9時～18時）
〔メール〕お問い合わせフォーム（右記二次元コード）

〔住 所〕〒540-0031 大阪市中央区北浜東3-14

エル・おおさか

申請期限：2027年３月10日（水）

※予算がある限り、事前登録は講座受講後でも受け付けます

◆ご不明点がございましたら、以下よりお問合せください。

大阪府 スキルアップ支援金🔍

事前登録
受講修了後

1か月以内に申請

指定の口座に
振込

前回の教育訓練給付の支給決定日
から3年未満である

直近、もしくは現在の雇用保険の加入
期間が1年未満である（専門実践教育
訓練を受講する場合は２年未満）

はい

はい

いいえ

いいえ

雇用保険に加入しなくなった日の翌日から1年以上が経過している

厚生労働省の教育訓練給付を受けたことがある

過去に雇用保険に加入したことがある

はい
いいえ

支給対象外

はい

大阪府民であり、学生もしくは公務員ではない

いいえ

いいえ

前回の受講開始日以降、雇用保険
の加入期間が3年未満である

はいいいえ

支給対象外いいえはい

雇用保険に加入している

※支援金の事前登録の際、OSAKAしごとフィールドにご登録いただけます

１年以上継続して求職活動をしており、かつOSAKAしごとフィールド(※)
に登録しており、正社員として就職することを講座受講の目的としている
（企業から採用内定が出ている方は問いませんので「はい」に進んでください）

手続き

事前登録順に受け付け、申請期限内であっても予算がなくなり次第終了します。
終了した時点で事前登録が無い方は対象になりません。

必要書類：領収書、講座の修了証明書、本人確認書類（運転免許証等）等

教育訓練施設 支援金のHP 支援金のHP 支援金の支給

受講申込、
受講料等の支払い

講座受講
2027年2月末
までに受講修了

教育訓練施設
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電気自動車などの
ZEV※に補助でるで！
災害等の停電時に非常用電源として
活用できてBCP対策にも効果的やで！

©2014 大阪府もずやん

災害時のレジリエンス強化に寄与するZEV導入支援事業

申請受付期間：令和８年５月22日(金)から11月30日(月)まで(必着)
※ただし、申請総額が予算上限に達した時点で受付を終了します。

病院・介護施設・学校等関係者のみなさま

病院・介護施設・学校等でZEVを導入する事業者に補助を行います。

人工呼吸器
などに活用

補助５万円
外部給電器

※ZEV（ゼロエミッション車）：電気自動車（EV）・プラグインハイブリッド車（PHV）・燃料電池自動車（FCV）

ZEV 急速充電設備

補助 10万円 補助 10万円

補助対象と補助金額は以下のとおりです。

国・市町村
の補助金と
併用可！

国・府合わせて

軽EVで最大68万円
普通EVで最大140万円
補助！
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大阪府 環境農林水産部 脱炭素・エネルギー政策課 脱炭素モビリティグループ
TEL  ：06-6210-9586 
メール：datsutanene-01@gbox.pref.osaka.lg.jp

詳細については大阪府ホームページをご確認ください

対 象 者

●令和8年４月１日時点で、府内に使用の本拠を有する自動
車（軽自動車、特殊自動車及び二輪自動車等を除く）が
30台未満等であり、次のいずれかに該当するもの

・薬局、獣医業、学校教育、医療業、社会保険・社会福祉・介護事業
に該当する事業者・団体

・市町村から指定緊急避難場所、指定避難所、指定一般避難所又は
指定福祉避難所に指定されている事業所を有する事業者

●大阪府気候変動対策の推進に関する条例第９条第２項に
基づく対策計画書の届出を行った者

●府の脱炭素経営宣言に登録した者

対 象 経 費
●ゼロエミッション車（ZEV）※１の導入費
●外部給電器・急速充電設備※２の導入費
※１ 電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）で、国CEV補助金

の対象となる車両に限る
※２ ZEVを導入する場合に限る

補 助 額
●ZEV……………10万円（５台/者まで）
●急速充電設備…10万円（１台/者まで）
●外部給電器……  ５万円（１台/者まで）

補 助 要 件
●業界団体等と連携した給電体験会の開催
●周知ステッカーの貼付
●災害時の補助対象車両の活用・充電設備の地域開放 等

申請受付期間 令和８年５月22日（金）から1１月30日(月)まで(必着)

お問合せ先

補助制度の概要

https://www.pref.osaka.lg.jp/o120020/kotsukankyo/haigasu/chusho_hojo.html

補助金の申請から交付までの流れ

①府へ

交付申請
書類
を提出

②府から

交付決定
通知書
が郵送

③ZEVの
購入

（売買契約又は
リース契約締結）

④府へ

実績
報告書
を提出

⑤補助金が

指定口座
へ振り込まれ
ます

提出方法 必要書類一式を大阪府行政オンラインシステムで提出してください。
※大阪府行政オンラインシステムで提出できない場合はご相談ください
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